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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成29年10月19日 (木曜日)

開 会 午前10時０分

散 会 午後３時41分

場 所 第１委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 平成28年度沖縄県一般会計決算平成 29 年

第５回議会 の認定について（商工労働部及

び文化観光スポーツ部所管分）認定第１号

平成 29 年 平成28年度沖縄県小規模企業者２

第５回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

平成 29 年 平成28年度沖縄県中小企業振興３

第５回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

平成 29 年 平成28年度沖縄県中城湾港（新４

第５回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について

平成 29 年 平成28年度沖縄県国際物流拠点５

第５回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について

平成 29 年 平成28年度沖縄県産業振興基金６

第５回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号

７ 決算調査報告書記載内容等について

出席委員

委員長 瑞慶覧 功君

副委員長 瀬 長 美佐雄君

委 員 西 銘 啓史郎君 山 川 典 二君

砂 川 利 勝君 島 袋 大君委 員

大 城 一 馬君 新 里 米 吉君委 員

親 川 敬君 玉 城 武 光君委 員

金 城 勉君 大 城 憲 幸君委 員

説明のため出席した者の職、氏名

君商 工 労 働 部 長 屋比久 盛 敏

産 業 政 策 課 長 喜友名 朝 弘君

アジア経済戦略課長 仲榮眞 均君

ものづくり振興課長 神 谷 順 治君

中 小 企 業 支 援 課 長 金 城 学君

企 業 立 地 推 進 課 長 平 田 正 志君

情 報 産 業 振 興 課 長 盛 田 光 尚君

雇 用 政 策 課 長 下 地 康 斗君

労 働 政 策 課 長 宮 平 道 子さん

文化観光スポーツ部長 君嘉手苅 孝 夫

参 事 下 地 正 之君

観 光 振 興 課 長 糸 数 勝君

観 光 整 備 課 長 平 敷 達 也君

與那嶺 善 一君観光整備課観光施設推進監

文 化 振 興 課 長 下 地 誠君

空 手 振 興 課 長 山 川 哲 男君

ス ポ ー ツ 振 興 課 長 瑞慶覧 康 博君

交 流 推 進 課 長 川 上 睦 子さん

3 4ii
ただいまから、経済労働委員会○瑞慶覧功委員長

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成29年第

、 、 、５回議会認定第１号 同認定第３号 同認定第４号

同認定第12号、同認定第14号及び同認定第15号まで

の決算６件の調査、決算調査報告書記載内容等につ

いてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求めております。

まず初めに、商工労働部長から商工労働部関係決

算の概要説明を求めます。

屋比久盛敏商工労働部長。

それでは、商工労働部○屋比久盛敏商工労働部長

所管の平成28年度一般会計及び特別会計の歳入歳出

決算の概要について、御説明いたします。

まず初めに、商工労働部で用意しました配付資料

の確認をお願いいたします。

資料１としまして平成28年度歳入歳出決算説明資

料、資料２といたしまして決算資料説明要旨、この

２点が商工労働部で用意いたしました資料となって

おります。

歳入歳出決算の概要の説明に当たりましては、資

料１の平成28年度歳入歳出決算説明資料に基づき説

明させていただきます。

それでは、資料１の１ページをお開きください。

経済労働委員会記録（第２号）
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こちらは一般会計及び特別会計の歳入決算状況の

総括表となっております。

２ページをお開きください。

こちらは同じく歳出決算状況の総括表となってお

ります。

それぞれの詳細につきましては、３ページから御

説明いたします。

３ページをお開きください。

初めに、一般会計の歳入決算について御説明いた

します。

一般会計歳入決算は、予算現額合計が268億3294万

1344円、調定額が240億4962万1417円、収入済額が

240億1468万2404円、不納欠損額がゼロ円、収入未済

額が3493万9013円で、調定額に対する収入済額の割

合は99.9％となっております。

目ごとの明細についての説明は割愛させていただ

きます。

５ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算について御説明いたし

ます。

一般会計歳出決算は、予算現額合計が339億9598万

3680円、支出済額が306億5786万580円、翌年度繰越

、 、額が20億6147万2452円 不用額が12億7665万648円で

執行率は90.2％となっております。

翌年度繰越額の主なものは、航空機整備基地整備

事業において、建設現場立ち入りが認められなかっ

たこと等による造成工事のおくれに伴う８億3148万

円、それから、国際物流拠点産業集積地域賃貸工場

整備事業において、工場仕様の検討に時間を要し、

工事及び管理業務の契約が次年度に繰り越したこと

に伴う７億1796万円等となっております。

それぞれ年度内の執行が困難となったことから、

十分な事業実施期間を確保するため繰り越したもの

であります。

次に、不用額の主なものについて （項）別に御説、

明いたします。

（項）労政費の不用額１億7308万7398円の主なも

のは、緊急雇用創出事業臨時特例基金活用事業にお

いて、基金終了後の基金残額が見込みより少額だっ

たことによる償還額の減によるものであります。

（項）職業訓練費の不用額２億255万2607円の主な

ものは、緊急委託訓練事業の実績減に伴う委託料の

減等によるものであります。

（項）商業費の不用額１億4326万7065円の主なも

のは、沖縄国際物流ハブ活用推進事業において、コ

ンテナスペース確保事業等の１件当たりの補助金額

が見込みより少額だったことによる執行残等による

ものであります。

（項）工鉱業費の不用額７億5774万3578円の主な

ものは、沖縄型クラウド基盤構築事業において、入

札執行残等によるものであります。

以上で、一般会計歳入歳出決算の概要について説

明を終わります。

次に、特別会計の歳入歳出決算の概要について御

説明いたします。

７ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計について御

説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が２億

9238万5000円、調定額が52億8789万7752円、収入済

額が15億5645万7224円、収入未済額が37億2644万

528円で、調定額に対する収入済額の割合は29.4％と

なっております。

収入未済額は、貸付先企業、組合等の業績不振や

倒産などにより、設備近代化資金及び高度化資金の

貸付金返済が遅延していることによるものでありま

す。

８ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億

9238万5000円、支出済額が２億4742万7710円、不用

額が4495万7290円で、執行率は84.6％となっており

ます。

不用額は、主に中小企業高度化資金の貸付先から

の元利償還金の延滞に伴う公債費の減によるもので

あります。これは、資金貸付先から県に対する償還

額を当該公債費として独立行政法人中小企業基盤整

備機構宛てに償還するものとなっており、貸付先か

らの償還金延滞に伴い、県から同機構への償還分が

減少していることによるものであります。

９ページをお願いします。

中小企業振興資金特別会計について御説明いたし

ます。

歳入決算につきましては、予算現額合計が２億

3016万3000円 調定額 収入済額が10億5552万5416円、 、

となっております。

10ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億

3016万3000円、支出済額が7766万7721円、不用額が

１億5249万5279円で、執行率は33.7％となっており

ます。

不用額は、機械類貸与資金貸付金の執行残による

ものであります。

11ページをお願いします。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会
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計について御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が21億

2263万8000円 調定額 収入済額が40億4516万1241円、 、

となっております。

13ページをお願いします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が21億

2263万8000円、支出済額が21億1919万6106円、不用

額が344万1894円で、執行率は99.8％となっておりま

す。

不用額は、主に役務費や委託料において、経費節

減等に努めたことによるものであります。

14ページをお願いします。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計につ

いて御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が５億

5149万8000円、調定額が６億4174万6413円、収入済

額が５億8539万3961円、収入未済額が5635万2452円

で 調定額に対する収入済額の割合は 91.2％となっ、 、

ております。

収入未済額は、主に経営破綻した企業の光熱水費

等の滞納によるものであります。

15ページをお願いします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が５億

5149万8000円、支出済額が５億1421万1685円、不用

額が3728万6315円で、執行率は93.2％となっており

ます。

不用額は、主に建物等の修繕費及び入居企業の光

熱水費の実績減等によるものであります。

16ページをお願いします。

。産業振興基金特別会計について御説明いたします

歳入決算につきまして 予算現額合計が２億5844万、

4000円、調定額、収入済額が２億6298万579円であり

ます。

17ページをお願いします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億

5844万4000円、支出済額が２億1533万4227円、不用

額が4310万9773円で、執行率は83.3％となっており

ます。

不用額は、主に産業振興基金事業費において、補

助事業の事業実績減等による執行残であります。

以上で、商工労働部所管の平成28年度一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算の概要について説明を終

わります。

よろしく御審査のほど、お願いいたします。

商工労働部長の説明は終わりま○瑞慶覧功委員長

した。

次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

ツ部関係決算の概要説明を求めます。

嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長。

文化観光ス○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

ポーツ部所管の平成28年度一般会計歳入歳出決算の

概要について、お手元に配付させていただいており

ます平成28年度歳入歳出決算説明資料に基づきまし

て御説明をさせていただきます。

１ページをお開きください。

１ページは （款）ごとの歳入決算状況となってお、

ります。

表の一番上、合計欄をごらんください。

文化観光スポーツ部の平成28年度歳入決算は、予

算現額の合計（Ａ欄）152億893万7482円に対しまし

て、調定額（Ｂ欄）が144億3102万3433円で、収入済

額（Ｃ欄）は144億3021万9733円で、調定額に対する

、 、収入済額の割合は 計算上は99.9％でございますが

四捨五入の関係上、表記につきましては、100.0％と

させていただいております。

なお、不納欠損額につきましてはゼロ円、収入未

済額は80万3700円となっております。

では （款）ごとに御説明いたします。、

収入済額（Ｃ欄）をごらんください。

使用料及び手数料は、３億3422万460円で、その主

な内容は、県立芸術大学授業料及び入学料等でござ

います。

右側の収入未済額（Ｅ欄）は、80万3700円で、そ

の内容は、県立芸術大学の授業料の未収分でござい

ます。

再度、国庫支出金の収入済額（Ｃ欄）をごらんく

ださい。

国庫支出金は、77億5403万7164円で、その主な内

容につきましては、沖縄振興特別推進交付金でござ

います。予算現額と収入済額の差額は、事業実績の

確定に基づく減でございます。

２ページをお開きください。

財産収入は5515万8073円で、その主な内容は、土

地・建物貸付料でございます。

寄附金は1000万円で、その内容は、沖縄ＤＦＳ株

式会社からの寄附でございます。

、 、 、諸収入は ６億1950万4036円で その主な内容は

沖縄空手会館建設事業の平成27年度繰り越しに伴う

過年度収入等でございます。

県債は、56億5730万円で、その主な内容は、大型

。ＭＩＣＥ受入環境整備事業等に係るものであります

予算現額と収入済額の差額は、事業実績の確定及

び繰り越しに基づく減であります。

以上が、一般会計歳入決算の概要でございます。
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３ページをごらんください。

３ページは （款）ごとの歳出決算状況となってお、

ります。

表の一番上の合計欄をごらんください。

文化観光スポーツ部の平成28年度歳出決算は、予

算現額の合計（Ａ欄）235億3466万8855円に対しまし

て、支出済額（Ｂ欄）216億8729万1669円、執行率

92.2％でございます。

翌年度繰越額（Ｃ欄）６億9241万3807円、繰越率

2.9％、不用額11億5496万3379円となっております。

翌年度繰り越しの主な内容について （款）ごとに、

御説明いたします。

（款）商工費につきましては、沖縄コンベンショ

ンセンター保全修繕事業の舞台装置改修工事におい

て、特殊な機器であるため、設計・製作に時間を要

することが判明し、必要な工期を確保できなかった

ことによるものでございます。また、沖縄空手会館

建設事業における複数の工事が同時に進めることが

できず、外構工事に一部おくれが出たことによるも

の等でございます。

次、４ページをお開きください。

（款）教育費については、体育施設整備事業にお

いて、予定されていなかった屋外配管工事が必要と

なり、各関係機関との調整に時間を要したことによ

るものでございます。

次に、不用額の主な内容について （項）別に御説、

明いたします。

お手数でございますが、また３ページにお戻りく

ださい。

（項）総務管理費の不用額4011万7410円は、ハワ

イ沖縄プラザ建設補助事業において、ハワイ沖縄連

合会がホノルル市に申請している建築許可が大幅に

おくれたためでございます。

次、その下 （項）工鉱業費の不用額でございます、

が、719万5491円は、スポーツ関連産業振興戦略推進

事業において、実績確定に基づき補助金に減が生じ

たためでございます。

また、２つ下 （項）観光費の不用額でございます、

が、10億3632万3993円は、大型ＭＩＣＥ受入環境整

備事業において、建設用地の未購入による執行残が

発生したことによるものでございます。

４ページをお開きください。

（項）教育総務費の不用額205万6982円は、スポー

ツ振興課職員手当等の実績減等によるものでござい

ます。

また同じく 項 社会教育費の不用額2086万4881円（ ）

は、沖縄遺産のブランド開発・発信事業に係る委託

料の入札残、そして旅費の節減によるものでありま

す。

またその下 項 保健体育費の不用額967万8597円、（ ）

は、体育施設整備事業に係る工事費の執行残等によ

るものでございます。

またその３つ下 項 大学費の不用額3872万6025円、（ ）

は、芸大管理運営に係る光熱水費及び使用料・賃借

料の節減等によるものでございます。

以上で、文化観光スポーツ部所管の一般会計の歳

入歳出決算の概要について説明を終わります。

よろしく御審査のほど、お願いいたします。

文化観光スポーツ部長の説明は○瑞慶覧功委員長

終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）にしたがって

行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

大城一馬委員。

まず最初に 商工労働部に平成28年○大城一馬委員 、

度主要施策の成果に関する報告書―成果報告書の中

からお聞きしたいと思います。

８の57ページ、沖縄工芸産業振興拠点施設、仮称

ではありますが、この進捗状況はどうなっています

か。

工芸の杜の進捗状○神谷順治ものづくり振興課長

況なのですが、まず平成28年度に用地取得及び基本
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設計を終了し、平成29年度は実施設計及び工芸品の

展示に関する設計を実施しているところでございま

す。

供用開始まで順調にいっていると○大城一馬委員

いうことで認識してよろしいですか。平成30年でし

たか、供用開始は。

供用開始は、今の○神谷順治ものづくり振興課長

ところ平成32年度の夏を予定しているところでござ

います。

順調にいっていますか。○大城一馬委員

。 、○神谷順治ものづくり振興課長 はい 今のところ

順調でございます。

関連して、我が県の工芸品の件で○大城一馬委員

すけれども、2015年度で39億円減と。いわゆる低調

傾向にあるわけですよね、工芸産業の生産額が。

2016年度はどういう状況になっていますか。

2016年度はまだ調○神谷順治ものづくり振興課長

査中です。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

（休憩中に、商工労働部長からデータ集計が

おくれているとの補足説明があり、大城一

馬委員から決算書を出すからには調査は終

了しておくべきとの指摘があった ）。

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

大城一馬委員。

それで、沖縄の工芸産業というの○大城一馬委員

は、国指定の伝統工芸品が15品目、県指定が20品目

と結構な数になっていますけれども、せっかく沖縄

21世紀ビジョンの中でも盛り込まれて、後継者育成

が大きな問題であろうという状況だと思いますけれ

ども、この工芸品の振興をしっかりとやって、沖縄

の伝統工芸品を県内外に発信する、販売するという

ことが求められていると思いますけれども、部長ど

うですか。

確かに近年、減少傾向○屋比久盛敏商工労働部長

といいますか、後継者不足ということもございます

ので、工芸振興センターで人材育成等もとり行って

いるところではございますけれども、さらなる振興

を図らないといけないということで、工芸の杜とい

う構想を立ち上げまして、空手道会館とセットで同

じ伝統という形で相乗効果を上げていくと。それか

ら、そこにはまた観光客なり、それから子供の体験

コーナーとかを設けて、そういう人材、この伝統工

芸の大切さというのですか、そこら辺もあわせなが

ら振興していこうという工芸の杜になっております

ので、それを起爆剤にしながら振興させていくべき

かと思っております。

せっかく、こういうすばらしい施○大城一馬委員

設が建設されますから、ぜひ工芸品の振興のために

頑張ってもらいたいと思います。

次に、文化観光スポーツ部です。

成果報告書の９の25ページ、戦略的ＭＩＣＥ誘致

促進事業、３億5017万8000円の決算額でありますけ

れども、この事業の内容はどういうものですか。

県内にはＭＩＣＥを実施○平敷達也観光整備課長

する施設として、沖縄コンベンションセンター、万

国津梁館、沖縄科学技術大学院大学の施設、それと

、 、ほかに会議室 宴会場をお持ちの民間がありますが

そういったところがＭＩＣＥを実施している機関と

して存在しているところでございます。

戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業というのは、国内外

の新たなＭＩＣＥ需要を取り込み、本県の産業振興

と経済の活性化につなげることを目的として、平成

24年度から一括交付金を活用して実地している事業

でございます。

本事業は目的というか、３つの柱で構成しており

まして、１つとしてＭＩＣＥ開催地としての沖縄の

魅力を国内外にアピールし、ＭＩＣＥ開催案件を獲

得する誘致・広報活動と、また一定の用件を満たし

た催事の主催者に対しての経費の一部を助成するこ

とで、ＭＩＣＥの誘致促進を図る開催支援。そして

３番目として 本県におけるＭＩＣＥ開催時のスムー、

ズな受け入れ体制を構築するとともに、ＭＩＣＥコ

ンテンツの充実を図ることで来場者の満足の向上を

図るという受け入れ体制整備。この３つをやってい

るところでございます。

３つの戦略と言っていますけれど○大城一馬委員

も、この成果についてはどうですか。

本事業の結果、昨年度平○平敷達也観光整備課長

、成28年度は約7000名の大規模コンベンションである

例えば、国立病院機構総会医学会というのがござい

まして、こういったのを含めて、全体で1177件のＭ

ＩＣＥが開催されてございます。

経済効果としては、おおよそですが約209億円。経

済波及効果としては、約252億円となっております。

209億円、経済波及効果250億円と○大城一馬委員

なっておりますけれども、例えば施設の規模によっ

、 、 、て ＭＩＣＥの利用者によって 県側から結構断る

キャンセルとか、そういった状況もあるように聞い

、 。ていますけれども そういったことはあるのですか

はい、ございます。○平敷達也観光整備課長

その機会損失について、どの程度○大城一馬委員

の額になるのですか。こういう施設があれば、その

ぐらい全部受けられるよと。しかし、現段階では、
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こういう施設がないから受け入れないということの

損失ですね。

ちょっと手元○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

に詳しい資料がないのですが、情報を入手したとこ

ろによりますと 例えば宜野湾市の沖縄コンベンショ、

ンセンターで、規模が大き過ぎてコンベンションセ

ンターに入らない、あるいは日が重なってしまって

コンベンションセンターで受けるべき会合が開催で

きないということで、いわゆる議員おっしゃる機会

損失となった件数として約50件ほどあるように聞い

ております。

。○大城一馬委員 後で額については資料をください

次に、同じく９の26ページです。

大型ＭＩＣＥ受入環境整備事業についてですけれ

ども、やはり大型ＭＩＣＥを円滑に受け入れるため

には、前からお話していますけれども、県庁内部の

、部局の連携の強化が大事だろうと思っておりますが

その点についてどういう現状になっていますか。

委員御案内の○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

とおり、例えば県と地元の協議会というのは、大型

ＭＩＣＥエリア振興に関する協議会というものが現

存して、そういった中で県と地元の調整と意見交換

等をさせていただいているところでございます。

委員から御質疑のあった県内部に関しましても、

もともと沖縄県観光推進本部というのがございまし

て、これは知事を会長といたしまして、全部局長が

メンバーとなって、そのときどきのいろんな観光の

諸問題、諸課題についていろいろ議論していこうと

いう既存のものがございました。けれども、大型Ｍ

ＩＣＥにつきましても、きちんと関係部局で議論を

していかなくてはいけないのではないかということ

で、昨年の平成28年の４月１日に大型ＭＩＣＥ受入

環境整備推進会議というのを、先ほど申し上げまし

た観光推進本部の下部組織として設置をいたしまし

た。構成メンバーといたしましては、担当副知事の

富川副知事を会長といたしまして、関係する部局の

企画部長、農林水産部長、土木建築部長、そして文

化観光スポーツ部長となっています。関係部長で、

例えば周辺の交通の問題、アクセス、渋滞に関係す

ること、あるいはその周辺エリアにどういった投資

を呼び込むか、もっと具体的なことを議論する場と

して、大型ＭＩＣＥ受入環境整備推進会議を県庁内

に設置したところでございます。

このＭＩＣＥ施設を建設するのは○大城一馬委員

既成事実ですから、それに向けて今、沖縄振興一括

交付金―一括交付金の問題で若干事業着手がおくれ

ておりますけれども、いずれにしてもこれはぜひ建

設しなきゃならない県の経済振興の根幹に、柱にな

る事業ですから、ぜひ頻繁に連携して綿密にやって

もらいたいと思うのです。いろんなかかわりがある

と思うのです。土木建築部も含めて、企画部も含め

てですね。ぜひこの点はしっかりと取り組んでいた

だきたいと思います。

そして、その中で一番懸念されるのが交通対策に

ついてですけれども、それについて、各部局がどん

な分担で取り組んでいるのか。

交通対策につ○下地正之文化観光スポーツ部参事

きましては、大型ＭＩＣＥ供用開始時期を目途とし

、 、て まず短期的な観点からの交通アクセスの対応策

あともう一つは中長期的観点からさらなる交通アク

セスの向上を図るための対策について、文化観光ス

ポーツ部、あと企画部、土木建築部で連携して取り

組んでいるところです。

役割分担としましては、まず文化観光スポーツ部

については、大型ＭＩＣＥで開催する催事で発生す

る種別ごとの発生数、あるいは集中する交通量を用

、 。いて 将来の交通量の需要の推計を行っております

それを企画部、土木建築部に示しているところにな

ります。

企画部については、その交通量の推計をもとに公

共交通が分担すべき交通量、そういったものを踏ま

えて、さまざまな交通システムの特性を踏まえなが

ら需要に対応できるシステムについて検討を行うこ

ととしています。

また、土木建築部におきましては、大型ＭＩＣＥ

施設の供用開始までの既存事業の早期の供用開始。

例えば国道であれば与那原バイパス、南風原バイパ

スは平成30年度までには暫定供用の予定であります

し、県道であれば真地—久茂地線が平成31年まで供用

開始。また、国道329号からＭＩＣＥ方面への浦添－

西原線についても平成30年供用開始ということで、

既存事業の早期供用開始と。あと短期的、中長期的

な観点からの交通渋滞対策について検討を行うこと

となっております。

引き続き、各部局が連携して取り組むこととして

おります。

、○大城一馬委員 担当部局には用途地域の変更とか

いろんなそういった港湾計画の変更等々、課題がた

くさんあるわけです。やっぱりそういったことも含

めて、ぜひ強化をしてほしいと思うのです。

そしてまた交通対策、これも一番大事なことです

が、私は、公共交通ネットワーク特別委員会でＬＲ

Ｔ、新型路面電車の導入をずっと言っておりますけ

れども、それも含めてぜひしっかりと検討してもら
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いたいと思います。

その中で県が２月に策定しましたマリンタウンＭ

ＩＣＥエリアまちづくりビジョンの具体化に向けた

既存計画の見直しはどうなっていますか。

今の既存計画○下地正之文化観光スポーツ部参事

の見直しというのは、先ほども申し上げた港湾計画

と都市計画の見直しのことだと思いますけれども、

港湾計画の見直しについては、土木建築部と文化観

光スポーツ部が連携して作業を行っていて、現在変

更手続のめどが立っているところであります。

また、都市計画の見直しについては２月に策定し

た、今、委員がおっしゃられたマリンタウンＭＩＣ

Ｅエリアまちづくりビジョンを踏まえて、西原町は

今月中に西原町の都市マスタープランを策定する予

定となっております。あと与那原町は９月にＭＩＣ

Ｅタウンなどのまちづくり基本構想を策定し、来年

２月には与那原町の都市マスタープランを策定する

予定となっております。

並行して、用途地域の見直しでありますとか、地

区計画とかあるいは景観、あるいはデザインの基準

についても取り組んでいるところでありまして、県

は広域的な視点から、与那原町、西原町は地域の視

点、あるいは住民合意形成の視点から連携して取り

組んでいるところであります。

地元の西原町、与那原町も、こう○大城一馬委員

いったまちづくりビジョンに向けてしっかり取り組

んでいると。いろんな経済界も含めた産官学の沖縄

ＭＩＣＥネットワークもつくりましたよね そういっ。

たこともありますから、やはりこれは全県的な事業

としてしっかりと取り組んでいただきたい。皆さん

方も頑張っていると思っておりますけれども、さら

にさらに頑張って、ぜひ取り組んでいく事業だろう

と思っております。

そして最後に、今後の課題はどうですか。

まだ大きな課○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

題といいますのは、まだ予算、一括交付金をまだい

ただけていないということが当然大きな課題となっ

ておりますので、これに関しましては幾つか内閣府

から指摘していただいたことに関しましては きちっ、

と対応をし直して、我々としてはその課題に対して

、 、 。さらに精査 調査して きちっとした資料を整える

あるいは県民理解を深めるために、地元のみならず

県全体にＭＩＣＥの経済波及効果が及ぶということ

を県民の多くの方々にきちんと知っていただいて、

県民全体で大型ＭＩＣＥ施設を支持、支援していた

だくという形で取り組んでいきたいと思っていると

ころでございます。

これもまた沖縄21世紀ビジョンの○大城一馬委員

改定に盛り込まれているわけですよね。やはり事業

のおくれというのはある意味、まさに経済効果の機

会損失につながります。ですから、内閣府から示さ

れているいわゆる懸念事項を丁寧にしっかりと説明

しながら、ぜひ私どもとしても議会の立場からして

も、議員の立場としても早目の事業着手に向けて頑

張っていきたいと思っております。

最後に、９の23ページです。

沖縄観光国際化ビッグバン事業とあります。この

内容について説明をお願いしたいと思います。

現在、県では入域観光客数○糸数勝観光振興課長

の目標値を1200万人に設定しております。そのため

には、海外からの直行便を結ぶというのが非常に大

事でありまして、現在は戦略的に市場を分類してお

ります。特に東南アジアについて現在注力しており

まして、最優先で取り組んでいるということです。

また、本島と結んでいます台湾、香港につきまし

ては、近隣地域につきましては、石垣島あるいは宮

古島への直行便誘致に取り組んでおります。

また台湾、韓国、中国、香港、タイから現在沖縄

への直行定期便は19航空会社16路線が結んでおりま

して、ことし10月28日現在で、週で213便飛んでおり

ます。またことしの３月には、こういった就航便を

さらに促していくということから世界的な航空会社

の商談会、ルーツアジア2017沖縄というのを沖縄で

初めて開催しました。この成果もありまして、こと

し11月17日には初めてシンガポールから直行便が飛

ぶということになっております。

外国人観光客の増で、当然、こう○大城一馬委員

いった航空路線も今後増便があるだろうと思います

けれども、例えば、シンガポール、お話がありまし

たように、11月から週３回、３往復の成果が出てい

ます。台湾、香港等からも。今後、そういった国以

外にどういった展開をお持ちですか。

航空路線はや○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

はり大事な課題でございまして、現状東アジア、先

ほど課長からも報告がありましたけれども、中国、

台湾、香港、韓国から路線が充実しているというこ

とでございますが、その対象地域を通ると世界的、

国際的に拡散していくかということが大きな命題で

ございまして、そういった意味では充実している東

アジアとは別に、今度は東南アジアということで、

２月にバンコクに直行便が飛びまして、シンガポー

ルが11月ということで 今は東南アジアを新たなマー、

ケットとして展開していこうと その先にはヨーロッ。

パも。当然チャーター便の実績を積み重ねながら行
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く行くは直行便という目標もございますけれども、

現状として、東アジア路線が充実していますので、

ヨーロッパから東アジアの主要な空港、北京とか韓

国とかの主要な空港を経由して、沖縄を引っ張って

いけるという形で―今、我々は、重点市場を戦略的

開拓市場、新規市場というふうに大きくマーケット

を分けておりますので、そういった部分で世界的に

そのマーケットを広げながら、あらゆるところから

沖縄に来ていただけるような仕組み、仕掛けを考え

ながら取り組んでいるところでございます。

観光立県沖縄として、期待してい○大城一馬委員

ますから、こういった事業もしっかりとやってくだ

さい。

親川敬委員。○瑞慶覧功委員長

それでは、商工労働部から行きたい○親川敬委員

と思います。

成果報告書から行きます。

８の２ページ、この事業の中で平成28年度末のＩ

Ｔ企業の集積状況を教えてください。

県が実施しておりま○盛田光尚情報産業振興課長

す情報通信関連企業雇用状況等調査によりますと、

平成29年１月１日現在427社で、この企業が雇用しま

した新規雇用の数ですが、２万8045名が新たに雇用

されているところでございます。

今、新規とおっしゃいましたか。新○親川敬委員

規で２万人ですか。

この427社の企業が立○盛田光尚情報産業振興課長

地して、沖縄で新規に雇用を生み出した数でござい

ます。

次に、このセンター設立に向けた検○親川敬委員

、討委員会からの提言もいただいたようですけれども

提言の概要でよろしいですから教えてください。

県では、アジア経済○盛田光尚情報産業振興課長

、 、戦略構想等で示されました センター設立について

具体的なセンターの機能、それから役割等を検討す

るために、平成27年度より外部有識者で構成いたし

ます設立検討委員会を設置し協議を重ねてまいりま

した。

提言書は、平成28年11月に設立検討委員会におけ

。る協議の結果を受けていただいたものでございます

この中では、世界がＡＩ、それからＩｏＴなど、

先進的技術の進展によって社会を取り巻く環境が激

変する分岐点にあることから、センターを早期に設

置する必要性が示されておりますとともに センター、

の基本理念、それから戦略提言、人材育成を初めと

するセンターの機能の充実などが提言されておりま

す。

余りよくわからない。○親川敬委員

センター設立に関する提言を受けたことだと思う

のですが、センター設立に関する基本方針、その概

要についても教えてください。

県では先ほどの設立○盛田光尚情報産業振興課長

検討委員会からの提言を受けまして、ＩＴを活用し

て、県内産業全体の生産性、それから国際競争力を

高めるため、中長期的な成長戦略を提言し、実行す

る組織として官民一体となったセンターを設立する

こととしております。

基本方針におきましては、委員会からの提言を受

けまして、センターの設立に当たっての理念、それ

から機能、組織体制等に関する県としての基本的な

考え方というものをこの３月に基本方針として取り

まとめたところでございます。

教えてほしいのは、例えば、基本方○親川敬委員

針ではこういうことが県民へのアピールだよとか、

、何かそういう少し具体例とまではいかないけれども

教えていただけませんか。ここが特徴的なところだ

とか。

基本方針の中では、○盛田光尚情報産業振興課長

センターの設立する目的、それからセンターの設立

の理念―理念といいますのが 「万国津梁の沖縄」を、

実現する、その産業振興のための成長戦略と実行を

使命としましてイノベーションと価値を実現してい

くということが理念となっております。

この理念を実現するためにセンターの機能と役割

に８つの機能が必要ですということで、定めており

ます。

その８つの機能というのが戦略提言をする機能、

いわゆるシンクタンクの機能が必要ですというとこ

ろを含めた機能です。２つ目が、済みません、シン

クタンク機能です。それから３つ目はインキュベー

ションを創出する機能 それから４つ目がＩＴを使っ、

てほかの産業を伸ばしていく、沖縄の強み産業を伸

ばしていく そういった どのようにしてＩＴを使っ。 、

て伸ばしていくのかというところの事業をプロ

デュースしていこうという部門とかです。それから

ＩＴ人材は育成が非常に重要でございますので人材

育成。ＩＴ人材の育成もこのセンターで機能として

持たせよう。それから研究開発。最先端の研究開発

も含めてこのセンターがその中心となる司令塔とな

るところです。それからＩＴとほかの産業のマッチ

ングというところがございますので、ここは、その

センターの中で、いろんな業態の方々、ＩＴ企業と

いろんな産業の方々がビジネスマッチングできる空

間もセンターで機能として持たせようというところ
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でございます。

、それでもって県全体の産業をもっと振興していく

高付加価値にする。そのことによって、県民所得の

向上につなげていこうということがセンターの大き

な設立の目的でございます。

次に行きます。８の７ページです。○親川敬委員

ここでは１点だけお伺いさせていただきます。

平成28年度末、直近でいいですから、進出予定企

業数、そして企業の皆さんから主なものでいいです

からどのような要望が上がっているのか、ここも教

えてください。

平成28年度末までの○平田正志企業立地推進課長

、賃貸工場整備事業に基づく立地企業数ですけれども

平成28年度は４社が新規に立地しておりまして、平

成28年度末の賃貸工場入居企業数は46社になってお

ります。

全体の中の割合といいますか、46社○親川敬委員

という数値は、目的からすればどれぐらいのレベル

まで行っているのでしょうか。

全体の数が旧特別自○平田正志企業立地推進課長

由貿易地域のうるま地区で63社になりますので 73％、

ほどになります。

８の20ページに行きます。○親川敬委員

これも新規のようですが、新規事業としてスター

トさせた背景と、どのぐらいの需要があるのかも教

えてください。

まず背景としては○仲榮眞均アジア経済戦略課長

御存じのアジア経済戦略構想、この中でアジアのビ

ジネス投資のニーズが高まっていると。これを確実

に取り組むためにビジネスコンシェルジュ、この機

能を整備するということに始まってございます。

そして、10月に設置するのですけれども、ニーズ

、としては去年の10月以降の実績として相談件数54社

そして視察件数30社、合計84社でございます。参考

までに今年度の８月までの実績を申し上げますと、

相談が50社 そして視察が33社 ほぼ同じ数字になっ、 、

て、今後またこの対応件数が高まっていくものと考

えています。

海外の企業向けの窓口も設置されて○親川敬委員

いるようですが、その設置場所とこの体制とスタッ

フについて教えてください。

このサポート窓口○仲榮眞均アジア経済戦略課長

ですが、これは公益財団法人沖縄県産業振興公社―

公募いたしまして選定された公社でございますけれ

ども、この中に３名の相談員を設置しています。

具体的には日本語、英語、中国語の３カ国語。事

業内容としては先ほどの相談、視察対応、そしてこ

のコンシェルジュ機能、この事業自体のチラシを作

成してセミナー等で配布する。そして海外の方々で

すので、沖縄のビジネス環境、そして生活環境がど

のようなものかということがよくわからないという

お話が多いので、ガイドブックを作成してさらにウ

エブサイトとか 投資セミナー等において この３カ、 、

国語で周知していると、このような内容です。

次に行きます。８の25ページです。○親川敬委員

この事業の補助対象となる資格要件について教え

てください。

事業の概要でございま○金城学中小企業支援課長

すけれども、地域商業活性化支援事業につきまして

は、地域商業の活性化やコミュニティーの発展につ

ながる商店街の取り組みに対しまして支援する事業

でございます。商店街、振興組合に加えて通り会な

どの任意商店街も補助対象とするなど幅広く活用で

きる事業となっております。

当該事業においては、補助対象となる取り組みが

３つございます。

まず１点目が商店街活性化のためのセミナーの開

催や研修等による若手リーダーの育成を通した組織

強化の取り組み。これが１点目でございます。

２点目が商店街等の活性化に向けたプラン策定の

取り組み。これが２点目でございます。

３点目に、活性化プランを実現するという取り組

みとなっております。以上が補助対象となる事業で

ございます。

３点目をもう少し。○親川敬委員

活性化プランは策定し○金城学中小企業支援課長

ますけれども、その策定プランを実現する取り組み

が３点目でございます。

今、お話がありました。その活性化○親川敬委員

の対象となる経費というのはどこまでなのでしょう

か。

、○金城学中小企業支援課長 経費といたしましては

謝金とか旅費、会議費等の一般的に認められている

ような経費となっております。

この報告書の中に補助金を３連携体○親川敬委員

に対して交付したという記述がありますけれども、

この３連携体の名称を教えてください。

３連携体とは個別の○金城学中小企業支援課長

３つの連携体のことでございます。昨年度の実績と

いたしまして３つの連携体の取り組みに対して支援

を行っているところでございます。

その取り組み内容等につきましては波の上商店街

連携体が実施している、波の上通りの活性化の取り

組みに対して約450万円。そして２点目、豊崎ラウン
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ジタウン地域商業プラットフォーム事業連携体が実

施する、地域コミュニティーの拠点となる施設整備

の取り組みに対して500万円。そして３点目がデポア

イランド通り会、北谷町連携体が実施する、北谷町

のデポアイランド通り会の活性化の取り組みに対し

て500万円の補助を交付したところでございます。

８の30ページに行きます。○親川敬委員

ここの県内健康食品事業社の事業社数。

県内健康食品産業○神谷順治ものづくり振興課長

業界団体である沖縄県健康産業協議会の会員企業数

は、平成29年現在で61社でございます。

この中でも記述があるようですけれ○親川敬委員

ども、この事業でまとまった認知度向上させるため

の方策というのは、どういう方策でしょうか。

認知度向上方策の○神谷順治ものづくり振興課長

概要についてなのですが、まず認知度を向上させる

ための方策として、沖縄ブランドの健康食品を可視

化する独自の認証制度の創設と、ターゲットに応じ

た効果的なプロモーションについて取りまとめを

行ったところでございます。

認証制度については食品としての安心・安全に加

え、科学的根拠に基づいた効果、効能などの保健機

能の有効性、及び自然、歴史、文化、ストーリー性

など沖縄らしさについて基本要件を満たすものを業

界団体に認証するものです。

また、ターゲットに応じたプロモーションは業界

が一体となって、スポーツ市場や健康・美容市場等

の多様化する健康市場に対応した各種展示会等へ出

展を行うことや、オーガニックや安全志向、沖縄県

産品愛好家等の顧客ターゲットに向け、イベントで

の情報発信やウエブカタログ等のインターネットを

活用した広報宣伝を行うことで県産健康食品全体の

認知度向上を図るものでございます。

この新しくできた認証制度で認証さ○親川敬委員

れた店数というのは何店ですか。

認証制度について○神谷順治ものづくり振興課長

は、今年度で検討委員会を設けまして、今、鋭意、

基準を作成するところで、まだこれからです。

次に、８の56ページです。○親川敬委員

この事業についても平成28年度の産業分野別非正

規労働者の状況を教えてください。

総務省の労働力調査によ○宮平道子労働政策課長

りますと 平成28年の沖縄県の非正規雇用者数は23万、

7000人となっておりまして、産業中分類別に見ます

と人数が多いほうから申し上げますと、卸売業・小

、 、売業が４万6000人 この分類に占める割合が52.3％

医療・福祉で３万7000人、同じく36.6％、宿泊業・

飲食サービス業で３万2000人、同じく68.1％という

順になっております。

事業者に対して専門家の派遣という○親川敬委員

、 、事業もあるようですけれども 回数もあるのですが

何というのですか 「受けてくださいね 「受け入れ、 」、

てくださいね」とかというやりとりというのはどう

いう方法でやるのでしょうか。

専門家派遣の実施に当た○宮平道子労働政策課長

りましては、まず専門家派遣を希望します事業所を

公募いたします。応募のあった事業所につきまして

専門家派遣選定委員会というのを設置しております

が、これを開催しまして専門家派遣の必要性や、専

門家の受け入れ体制が整っている事業所であるかと

いうことを考慮しまして派遣先を決定しているとい

う状況でございます。

派遣が決まりましたら、まず最初の派遣の際にこ

の事業所ごとの課題の洗い出しをしまして、どのよ

うなことに取り組むかということの目標の設定をし

ていくことになっております。

こういうことで、改善された件数と○親川敬委員

か把握の方法はあるのか、そして把握されているの

でしたら、その状況についても教えてください。

平成28年度は18の事業所○宮平道子労働政策課長

に対し専門家の派遣を行いました。この中で具体的

には休暇制度の改善などの既存の就業規則の見直し

を行う、非正規労働者の就業規則の整備を行うと。

そういったことについて支援を行っているというと

ころでございます。

この18の事業所に派遣をしまして、その成果とい

うのを事例集という形で取りまとめておりまして、

その中で、取り組みを進めていく中で使用者と労働

者の対話が非常にスムーズに行われるようになった

ことや就業規則を定めることで職場環境の改善が進

んだというコメントが寄せられております。

商工労働部は以上にしたいと思いま○親川敬委員

す。

文化観光スポーツ部へ行きたいと思います。

ここも成果報告書から行きたいと思います。

まず、９の７ページです。

教育旅行と修学旅行という記述がありますが、違

いがあるのでしたら、まずそこを教えていただきた

い。

定義のような○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

ものがございますので、それを少し読み上げながら

御説明させていただきたいと思います。

修学旅行につきましては、小・中・高の教育や学

、 、校行事の一環といたしまして 先生方が引率をして
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団体行動で、そして宿泊を伴う見学研修のための旅

行をそういっているようでございます。特に宿泊を

伴うということと、それから遠隔地に行くというこ

とで、一般の遠足とか社会見学とは区別され、宿泊

施設がキャンプ場ではないということと、それで野

外活動とは区別されているということのようでござ

います。

それに対しまして、教育旅行というのは、公益財

団法人日本修学旅行協会というところが定義づけし

ておりまして、修学旅行よりも幅広く、修学旅行プ

ラスの今申し上げました、野外活動とか遠足とか合

宿とか移動教室もろもろ含めた広い意味でのことを

教育旅行といっているようでございます。

この事業で新たな教育旅行商品開発○親川敬委員

、の調査研究ということがうたわれていますけれども

どういう結果になっているのか、ここも概要でよろ

しいです。

県では平成28年度に教育旅○糸数勝観光振興課長

行商品開発の調査を行いました。

まず戦後72年を経過しまして、戦争体験者が非常

に高齢化が進んでいるという中で、案内ガイドの人

材育成が必要となっております。後継者ですね。ま

た、新たな平和学習のプログラム、そういったこと

も必要ということで県内外の先進事例を調査しまし

た。

その結果、案内ガイドの人材育成については、長

崎市と広島市のほうで調査をしました。やはり両地

域とも、３年程度の長いスパンで育てているという

ことがわかってきました。

また新たな学習プログラム。これについては長崎

県と鹿児島県のほうで調査をしました。長崎県にお

いては観光協会、ホテル、平和施設等、また鹿児島

県については市と観光協会、平和ガイドなどが協力

あるいは連絡などを密にしまして、スムーズな体制

づくりが見られたと。

また、県内においてはがちゆんというグループが

沖縄の過去・現在・未来について―がちゆんという

のは地元の大学生で構成していますが、そこと県外

から来た修学旅行生、それがワークショップ形式で

ディスカッションを行うと。アクティブラーニング

といっておりますが、そういったプログラムが新た

に見られております。

また、平和学習に何を求められているかというこ

とを県外で聞き取り調査をしました。従来のガマへ

の見学あるいは語り部の講話以外に、先ほどのがち

ゆんのような取り組み、これは沖縄に住む同世代の

学生との意見交換をしていきたいという県外からの

要望がありました。

また、安全対策については、ガマへの入ごう体験

について実際行っている団体から聞き取り調査をし

ました。そうしたらごうが経年劣化しているという

ことで、各団体によって安全対策に対する違いがあ

る。ヘルメットの着用などの問題もあるということ

を聞いております。また、旅行者、県外の教員も安

全対策についての意識のばらつきがある。またパン

フレットをつくっているところもあればないところ

もあるということで、県としてはこれらの調査結果

を踏まえまして、今後県で設置しています教育旅行

推進協議会及びその下にあります平和学習分科会に

おいて、この結果を踏まえて今後議論して沖縄県の

新たな平和学習に取り組んでいきたいと考えており

ます。

、○親川敬委員 この報告書の記述にもあるのですが

海外教育旅行の誘致に向けた調査研究と。これもさ

、 。れているようですけれども そこも教えてください

現在、国内の修学旅行の誘○糸数勝観光振興課長

致というのは少子高齢化、あるいは新幹線が非常に

便利になっているということで、非常に国内他地域

との競合が進んでおります。そういった国内の修学

旅行の厳しさの中で、沖縄がどうやっていくかとい

うことになりますが、そのためには近隣の海外から

の教育旅行を誘致していきたいということでこの調

査を行いました。

、 、 、調査地域は重点市場であります台湾 香港 韓国

中国は平成27年度に調査しました。平成28年度につ

いては新規開拓市場のタイ、シンガポール。その中

でわかってきたのが有望なのが台湾、香港というこ

とであります。

各国の特徴を申し上げますと、台湾については現

在、訪日教育旅行というのが盛んに行われておりま

す。高校・職業高校の約５割が実施しているという

ことです。特に、実施する場合、政府から補助金が

もらえるということです。ただ、そのときには渡航

先での学校交流、例えば沖縄に来たら沖縄の学校と

の交流が必要だということがわかってきました。規

模については20名から30名の規模が大半だというこ

とです。

もう一つの有望市場、香港については約８割が海

外教育旅行を実施していると。ただし方面は中国、

台湾が多いということです。こちらも、地元との学

校交流のニーズが高いということがわかりました。

それとタイ、シンガポール。まずタイですが、タ

イについては、教育旅行という制度が存在していな

くて、まだまだ国民総生産、ＧＤＰも低いものです
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から、費用の負担の懸念もあるということから海外

からの招聘があった場合に補助を受けて行くという

のが多いようです。ただ一方、学校数においては

4500校近くありまして、今後こういったＧＤＰが上

がってくると有望な市場になってくるだろうという

見方をしております。

シンガポールについては、非常に海外教育旅行は

盛んなのですが 成熟段階にありまして シンガポー、 、

ルの国が求めるニーズも非常に高く、専門性が高い

ということで非常にハードルが高いと感じたという

ことがこの結果であります。

今学校との交流ということで、希望○親川敬委員

があるという話をされていました。学校というとこ

ろは、年間スケジュールを年度当初でがっちりはめ

て、なかなか途中からいろんなことを要望しても受

けられないというのが実際だと思うのです。そうい

う意味からすれば、この県の教育委員会もそうです

が市町村との教育委員会、ここは連携が重要になっ

てくると思いますけれども、その体制についてお考

えがあれば。

確かにこの件については現○糸数勝観光振興課長

場の学校が非常に多忙という中で、こういった学校

交流を進めるのは非常に難しい面もあるのですが、

ただ、実際やってみたら授業の中の一つとしてカリ

キュラムを崩さなくてできるということもわかって

きました。そして、終わった後の学校の評価が非常

、 、に高くて 子供たちのためになったということから

県としては一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューロー―ビューローが誘致を積極的に進めてい

きたいと。それで自分たちが全ての窓口になります

ということで、県と教育庁に文書で積極的に進めて

くれということがありました。

そのことから、県としてはビューローと一緒にこ

れを進めて学校現場の配慮を含めて、連携して今後

はやっていきたいと考えております。

本当に大事なことだと思います。○親川敬委員

あと一番最後に言おうと思っていますけれども、

やっぱり子供たちを国外に派遣して経験させるとい

うことも大事ですが、派遣するのは定数があります

よね。でも、迎えたときには学校全体とか学級全体

で交流ができるということからすれば、とてもいい

チャンスだと思うのです。ぜひここは連携をして、

。大いに発展的な事業にしていただきたいと思います

あと、９の11ページ。

ここも補正をするほど事業が旺盛だったのだろう

とは思うのですけれども、まず補正を行った要因に

ついて教えてください。

これはカップルアニバーサ○糸数勝観光振興課長

リーツーリズムということで、平成28年度からこれ

。までのリゾートウエディングという幅を広げました

、 、 、 、これは プロポーズ ウエディング ハネムーン

そしてバウリニューアルという形で人生の節目、節

目において沖縄に来ていただこうという仕掛けであ

ります。その中で現在、先ほどと一緒なのですけれ

ども、国内においては少子化、あるいは、ナシ婚と

いいまして、結婚式を挙げないカップルが非常に多

くなっております。そういうことから海外にこれも

売っていこうということで、現在有望な主要都市と

して香港、台湾がありますが、そこを強くメッセー

ジを発信していくということでパンフレットの多言

語化、あるいはウエブサイトの多言語化に努めたと

ころであります。そのための補正であります。

これも新規の事業で、なかなか創意○親川敬委員

工夫がされているという感じを受けます。例えば、

今３カ国ぐらいの話をしていましたけれども、国別

。にどういうふうにして把握をしているのでしょうか

この事業を使ったのか、使わなかったのか。

文化観光スポーツ部で、県○糸数勝観光振興課長

内のブランディング事業者というのを把握しており

ます。これが現在62社あります。

そこに年間２回アンケート調査を行って、月別組

数、カップルの都道府県、国別組数、スタイル別組

数というのを調査して把握しております。

９の55ページです。○親川敬委員

先ほどもお話があって、迎えるという話もありま

したけれども、ここは派遣するという事業だろうと

思いますが、まずこの事業についての応募方法と応

募状況について教えてください。

おきなわ国際協力人材育○川上睦子交流推進課長

成事業についてでありますけれども、これは県内の

高校生を開発途上国に派遣し、国際協力の活動現場

の視察や現地の人々と交流を行い、将来国際協力に

携わる人材を育成するものであります。

この事業の募集の方法としましては、まず４月中

旬に教育庁を通して、県内各県立高校に募集の案内

を送付するほか、また私立高校に対しても直接応募

案内をかけております。

応募の状況ですけれども、昨年度は39名の定員に

対し151名の応募がありました。

151名の応募が来たということですけ○親川敬委員

れども、これを地域別というか、北部・中部・南部

というくくりでいいですから、その状況についても

御存じでしたら。

応募者の地域別は今、手○川上睦子交流推進課長
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元に資料がないのですけれども、派遣した39名の高

校生の地域別ですけれども、昨年度は北部が２名、

中部が10名、那覇を除く南部が12名、那覇が11名、

離島の八重山が２名、宮古が１名、久米島が１名と

なっております。

成果報告書の中にその事業の課題と○親川敬委員

して、日程がぎちぎち、きついのではないかという

話も上げているようですけれども、そのことについ

て平成29年度の改善策を教えてください。

派遣国での視察スケ○川上睦子交流推進課長

ジュールに余裕がなかったという課題が出ていまし

たので、今年度はその日で視察先での感想・意見な

どをまとめる、振り返りの時間を夕食前に設けると

いうことで行いました。

１時間ほど小さなグループに分かれまして意見交

換した後、各グループで代表者が発表するという時

間を設けて、毎日の視察について深く考察し、意見

をまとめることができるように工夫をしたところで

あります。

瀬長美佐雄委員。○瑞慶覧功委員長

成果報告書８の36ページ。○瀬長美佐雄委員

クリーンエネルギーの導入拡大に向けた取り組み

ということで、１点目の未利用資源・エネルギー活

用促進事業―継続事業のようですが、実証試験の委

託をして、この可能性とか取り組み、どんな見通し

なのか確認します。

未利用資源・エネル○喜友名朝弘産業政策課長

ギー活用促進事業は、久米島の海洋温度差発電実証

設備において実証試験を行っている事業でございま

して、平成24年度から平成30年度までの事業予定で

ございます。

可能性でございますけれども、発電関係に関して

申しますと、平成27年度の年間総発電量が一般家庭

の約5.5世帯分がフルで実績がございます。データを

いろいろ取得しているのですけれども、発電設備に

関しましては非常に採算性がよくはないといった形

で考えております。

次のスマートエネルギーアイラ○瀬長美佐雄委員

ンド基盤構築事業の中で、島嶼型の事業の意図する

目的で、現状はどうなっているのか伺います。

島嶼型スマートコミュ○喜友名朝弘産業政策課長

、 、ニティ実証事業は 宮古島で現在行っておりまして

例えば電力会社は需要のピークに合わせて発電設備

を導入するため、昼間と夜間のピークの差、あるい

は夏と冬の電力の差ということで、ピークの差が大

きいと設備稼働の差が大きくなり、電気料金が高く

なってしまうというところがございます。

そこで、電力需要の平準化を図り、発電設備を最

小化して効率的に使用することで、電気料金を下げ

ていこうという目的で事業を実施しているところで

ありまして、今は、例えば宮古島では地下水がござ

いますので、昼間は再生可能エネルギーを地下ポン

プ―農業用ポンプに活用する。夜はヒートポンプ―

エコキュートに活用するということで、これをＩＴ

を使ってやろうということで、今進めているところ

でございます。

あとハワイ州との協力というこ○瀬長美佐雄委員

とがうたわれているので、実際ハワイの先進的な取

、 、り組みとか それについてはどう生かしていこうと

どういう取り組み状況なのか伺います。

沖縄ーハワイクリーン○喜友名朝弘産業政策課長

エネルギー協力推進事業でございますが、ハワイと

同じ島嶼地域であるということで、エネルギーに関

しては共通課題を解決するため、平成22年度に覚書

を交わしまして、平成27年に５年間の更新をした沖

縄ーハワイクリーンエネルギー協力に基づいて、再

生可能エネルギーの普及拡大をお互いしていきま

しょうということで意見交換をしながら、調査研究

しているというところでございます。

今のはクリーンエネルギーの事○瀬長美佐雄委員

、 、 、業なのですが ＣＯ 削減とか 大きな意味での課題２

目標に照らした事業化を念頭に置いているのか、そ

こら辺との兼ね合いではどうですか。

県では平成25年度に沖○喜友名朝弘産業政策課長

縄県エネルギービジョン・アクションプランという

のを策定してございますが、将来必要となる再生可

能エネルギー電力量の推計をしてございます。これ

、は一定の条件で設定しているところではありますが

2030年に県全体消費量の10％を再生可能エネルギー

。で賄っていきたいと推計しているところであります

ただ、委員も御存じだと思いますが、再生可能エ

ネルギーはいろいろ課題がございまして、例えば季

節とか気候とか、天候の影響を非常に受けやすいと

いう中で、制御が難しいといった課題もあります。

、 、 、 、 、そういった中で 主体的に国 県 市町村 民間

あるいは家庭も含めまして、取り組んでいきたいと

思っております。

次、８の52ページ。○瀬長美佐雄委員

産業振興と雇用の創出という関係で、１点目の県

内企業雇用環境改善支援事業について、例えば独自

の認証制度と、改善をしたところを、そういった対

応をすると。その仕組みと狙っている効果等々、状

況を確認します。

県内企業雇用環境改善支○下地康斗雇用政策課長
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援事業につきましては、企業の人材育成の取り組み

を支援することによりまして、従業員がスキルアッ

プやキャリアアップ形成を行うことができる企業内

の雇用環境整備を促進しまして、雇用の質の向上と

離職率、失業率の改善を図るということを目的とし

ている事業でございます。そのことによりまして、

企業は生産性が向上し、付加価値の高い商品やサー

ビスを提供することができるようになり、経営が発

展することで、正社員への転換、あるいは賃金アッ

プなどの処遇改善が期待されると考えています。

要するに認証して、すぐれた企○瀬長美佐雄委員

業ですよというふうなことが対外的に伝われば、あ

る意味でその企業自体への雇用 「いい企業だ」とい、

うふうになるのでしょうが、それとのかかわりでは

どんな取り組みしていますか。

認証を受けた企業は、合○下地康斗雇用政策課長

同企業説明会とかそういった就職説明会等で、認証

制度のロゴマークというのを付与していますので、

そのロゴマークを掲示して、認証企業であるという

ことをＰＲして、求職者のほうへの説明で、かなり

認証を受けた企業に対しては説明を聞きたいという

求職者が多いという報告もありますので、企業のイ

メージの向上効果ということと、スキルの高い求職

者の確保というものにつながると考えています。

その次の正規雇用化企業応援事○瀬長美佐雄委員

業で正規化44名 次の正規雇用化サポート事業で71名、

と効果が出ているのですが、具体的にどういう事業

なのかをお伺いします。

１つ目の正規雇用化企業○下地康斗雇用政策課長

応援事業については、正規雇用化を図る企業に対し

まして、社員のスキルアップ等を実施するための研

修にかかる旅費及び宿泊費の４分の３を補助すると

いう事業でございます。

もう一つの正規雇用化サポート事業につきまして

は、従業員の正規雇用化を検討している企業に対し

まして、中小企業診断士等の専門家の派遣等を行っ

て、正規雇用化の促進を図るという事業でございま

す。

課題となっている県内の正規雇○瀬長美佐雄委員

用が少ないというかかわりでいうと、こういう事業

の取り組みは地道でいいのですが、全体として正規

雇用を引き上げていくという政策的な あるいはもっ、

と県としてどういう形で早目に正規化を促進すると

いう、その取り組みはどんな状況ですか。

県の事業のみならず、沖○下地康斗雇用政策課長

縄労働局でもいろいろキャリアアップ助成金という

形で、非正規雇用を正規化に転換するような企業に

対しての助成金とか そういったさまざま施策をやっ、

ております。

沖縄県は平成27年に沖縄労働局と沖縄県雇用対策

協定というのを締結しまして、各種雇用政策につい

て連携して取り組んでいるところであります。

その中で、正規雇用化に向けての取り組み目標と

しまして、正規求人数を約３万件、正社員の就職件

数を約8000件前後という形で、毎年取り組みの目標

を掲げて、連携して取り組んでいるところでござい

ます。

ぜひ、正規雇用を高めるという○瀬長美佐雄委員

点では、努力を引き続きお願いしたいと思います。

、文化観光スポーツ部のしまくとぅば普及継承事業

９の40ページ。

しまくとぅば大会とかに参加しているのですが、

この取り組み 全体としてどういう目標と到達になっ、

ているのか確認します。

県民大会への参加、ありが○下地誠文化振興課長

とうございます。

沖縄文化の基層であるしまくとぅばの保存・継承

に向けた取り組みを推進していくため、沖縄県では

平成25年にしまくとぅば普及推進計画を策定し、県

が主体となって、沖縄県文化協会などと連携し、市

町村、市町村文化協会、学校、マスコミ、研究者な

どの協力者を得て全県的な普及活動を展開している

ところであります。

主な活動内容としては、しまくとぅば県民大会、

かたやびら大会の開催、しまくとぅば読本の配布・

活用、なぞなぞブック、50音表などの普及ツールの

作成、しまくとぅば人材養成講座の開催、テレビ、

ＣＭによる広報活動などとなっております。

実は、さらに本格的にしまくと○瀬長美佐雄委員

ぅばを―今普及ということで入り口だということだ

と思いますが、このウチナーグチに興味もあって学

ぼうとしたときに、そういった関連の部分にどう結

びつけるのか。あるいは具体的には、どこでどのよ

うにして学べばいいのかという点ではどんな状況な

のですか。

おっしゃるよ○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

うに、まだまだ普及に一生懸命取り組んでいるとこ

ろではございますけれども、最近の調査でも、しま

くとぅばに触れる機会、話す機会が乏しいという調

査結果が出ておりますので、我々はもっと腰を据え

て、このしまくとぅばの普及、それから継承に努め

ていかなければいけないということで、実は今年度

の９月にしまくとぅば普及センターを設置いたしま

して、腰を据えた形で県民に、県内にという形で、
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広報含めまして、研究含めまして、広げることを促

進をしていこうという取り組みを新たに始めたとこ

ろでございます。

最後に、世界のウチナーンチュ○瀬長美佐雄委員

大会、９の53ページ。

海外から7000名を超えた参加者のイベントでした

が、これについて取り組んだ状況、あるいは寄せら

れた声などにどう改善していこうか、方向性が見え

ているのであれば確認したいと思います。

昨年10月に開催されまし○川上睦子交流推進課長

た第６回世界のウチナーンチュ大会には、過去最高

となる7353名の海外からの参加者がありました。大

会期間４日間の期間中、さまざまなイベントに来場

。者として約43万人の方にお越しいただいております

開催の目的としましては、世界に広がるウチナー

、ネットワークを持続的に継承・発展させるとともに

沖縄独自のソフトパワーを国内外に発信し、沖縄の

その魅力と可能性を切り開いていくという目的で開

催しております。

ソフトパワーを国内外に発信するということで、

沖縄の文化を披露するさまざまなイベントを開催し

まして、主催イベントだけではなくて、さまざまな

後援イベントですとか連携イベントを含めまして

120余りのイベントが、大会期間中に開催されており

ます。

また、過去最高の海外からの参加者を得たことで

大盛況ではあったのですけれども、課題としまして

は、大会の初日に国際通りで開催されるパレードが

平日の午後に交通規制を行って開催するということ

で、参加者みんなが歩き終わることができない、ぎ

りぎりの参加人数ということで、開催曜日の改善と

かを次回大会では図っていきたいと考えているとこ

ろであります。

参加者の国、あるいは参加者ア○瀬長美佐雄委員

ンケートもとられて分析もしているようですので、

そこら辺から特徴的なのがわかればお願いします。

過去最多の参加者とは○川上睦子交流推進課長

なっておりますけれども、特にハワイからの参加者

が前回1000人余りだったものが、昨年は1861名の方

がハワイからいらっしゃっています。ハワイを中心

、に北米からの参加者が約4500名となっておりまして

北米を中心に参加者がふえている状況であります。

先ほど言い忘れたのですけれども、参加者からの

感想としましては、大変感動したということで、ま

た次回も参加したいというお声を直接多く寄せられ

たところです。

５年に１度というイベントのサ○瀬長美佐雄委員

、 、 、イクルがいいのかという点では １世 ２世と３世

４世、５世の時代になってきて、なかなか県人会活

動や沖縄のアイデンティティーの継承という意味で

苦労されていて、それをどう克服するのかという点

で、特に県人会長の感想を見ましたが、そこら辺に

答えるような改善のあり方とかというのは、皆さん

、としてはどんな観点で取り組もうとされているのか

お願いします。

５年に１度の大会は旅費○川上睦子交流推進課長

の負担などもあって、お金をためて来るという関係

もありますから、５年に１度の大会期間というのは

おおむね皆さん、それでいいと思っていらっしゃる

と思うのですけれども、おっしゃるようにアイデン

ティティーの継承ということに関しては毎年何らか

の取り組みが必要だと感じておりまして、県としま

しては、昨年の大会で10月30日を世界のウチナーン

チュの日と制定したことを踏まえまして、これから

毎年10月30日を中心にさまざまなウチナーネット

ワーク、継承・発展に関する取り組みをして、５年

に１度だけではなくて、毎年毎年この期間中に何ら

かの海外県人会とのやりとりが行われるような取り

組みを今後、毎年実施していきたいと考えておりま

す。

今言う世界のウチナーンチュの○瀬長美佐雄委員

日が近づいていて、イベントもありますが、これが

世界的に同時にという点で、海外でどんな取り組み

が用意されているか、もし掌握されているのだった

ら。

沖縄県から呼びかけまし○川上睦子交流推進課長

たところ、主なものとしましては、10月30日の当日

ではないのですけれども、その前の週末に、ブラジ

ルでイベントを開催していただいて、しまくとぅば

演劇大会があります。そこに沖縄県から芸能団を派

遣する予定となっておりまして、また、そのときの

模様をこちらで開催する祭典で流すということを考

えておりますし、またロサンゼルスでも、こちらの

呼びかけに答えていただいて、イベントを開催する

ということを聞いております。

今、国際観光都市を目指す中で○瀬長美佐雄委員

いうと、世界中にいる沖縄県系の皆さんが沖縄に来

る、みずからの母国のアイデンティティーを持って

また海外で誇りを持って暮らすという点でもとても

いい大会になっているので、さらに発展させる取り

組みが必要なのと、今言う日常的に、毎年世界のウ

チナーンチュの日ができたことは、それとして意義

があると思うのですが、今度はそういう意味では世

界の県系人が沖縄に来て、沖縄でまた文化を学び、
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あるいは労働力として海外から来る、いわゆる語学

の面でも受け皿として通訳的な活用ということも期

待ができる皆さんなのかなという点では、こういう

今後の沖縄の発展にどう結びつけるのかという点で

は、どんな展開ができますか。

まさに今これ○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

からインバウンド、海外のお客様が、観光客がます

ますふえていく中では、きちんとした受け入れ体制

のおもてなしをするためには、通訳ガイドという存

在がますます大きくなっていきます。県といたしま

しても、全国通訳士以外に地域限定、それから特例

のことということで、特別な計らいといいますか、

取り組みをしているところでございます。

そういった中で、今おっしゃったように世界のウ

、 、チナーンチュというのは 当然海外の事情に詳しく

国際的な感覚も持っておりまして、当然その国の言

葉にも詳しく そして日本のこともある一定以上知っ、

ているということからしますと、通訳ガイドとして

の大きな戦力になると思っております。

、 、そういった方々を 沖縄での仕事となりますので

沖縄にいらっしゃる機会があれば、あるいは住む機

会があれば、我々はその通訳案内士の制度をきちっ

と周知させていただきまして、資格を取らなければ

いけませんので、そういった資格を取って、法的な

身分も安定した形で仕事をしていただける環境にも

なればいいかと思っております。

玉城武光委員。○瑞慶覧功委員長

初めに、中小企業者等設備導入資○玉城武光委員

金特別会計についてお聞きしますけれども、収入未

済額の中の説明で、貸付先企業・組合等の業績不振

や倒産ということがあるのですが、こういう業績不

、 、振の企業が何件なのか それから倒産が何件なのか

教えていただけますか。

現在、未収先が23件ご○金城学中小企業支援課長

ざいます。その中で、営業中の企業が８社、倒産し

た企業が15社という内訳になっております。

この業績不振や倒産は減っていっ○玉城武光委員

ているのか、ふえていっているのか。

新たな貸し付けはない○金城学中小企業支援課長

のですけれども、新たな倒産というのは今のところ

はないです。

要するに新たに件数はふえていな○玉城武光委員

くて、ずっとトータルでこの会社はずっと業績不振

が続いていると。新たな倒産はないということです

か。

そうでございます。○金城学中小企業支援課長

未収額がふえれば、資金は枯渇す○玉城武光委員

るわけですよね。要するに、ふえなければ不用額で

処理しなければいけなくなるわけですよね。その原

資は大丈夫ですか。

特別会計で管理してい○金城学中小企業支援課長

まして、新たな貸し付けの場合、また高度化資金に

つきましては県の一般会計、もしくは中小企業基盤

整備機構と協調融資で行っているところでございま

、 、すので 今現在のところは繰越金がございますので

その中で運用しているということになります。

こういう業績不振や倒産会社に、○玉城武光委員

県はどういう指導を―要するに改善とか、そういう

倒産の要因を考えて、そういう指導はなさっている

のですか。

未収金の発生の防止の○金城学中小企業支援課長

取り決めでございますけれども、新規の貸し付けの

際には事業所から提出された事業計画書について、

県や専門家等による診断や助言を行って、事業計画

を見直すという工程を重ねまして、事業者が示した

積算根拠等を十分精査して、最終的には貸付審査会

による審査を経て、無理のない償還計画となるよう

努めております。

また、さらに貸付後におきましては、貸付先の経

営状況や貸付対象施設の稼働状況等の把握に努めま

して、さらに経営状況等に問題がある場合は、貸付

先に対しては、県と中小企業基盤整備機構が一体と

なりまして運営診断等の経営支援を行う、こういう

ことで未収金の発生防止に努めているところでござ

います。

倒産に至る前にそういう指導を、○玉城武光委員

ぜひ。そうすれば未収額も減るわけですから、ぜひ

そこも指導していただきたい。

次に中小企業振興資金特別会計、これは執行率が

非常に悪いのですが、借りる人が少なくなっている

のですか。

平成28年度の状況とい○金城学中小企業支援課長

たしましては、他制度と比較して、金利に目立った

優位性がなかったということで、需要が当初計画を

下回ったという状況がございます。

もう一回。○玉城武光委員

平成28年におきまして○金城学中小企業支援課長

は、他制度で比べて金利に目立った優位性がなかっ

たということで需要が当初計画を下回ったと。近年

の低金利の関係で市中銀行に流れたという関係はあ

ると思います。

わかりました。市場の金利が安い○玉城武光委員

から、市場の金利のところで上げたほうがいいとい

、 、うことですが そうでしたらこの特別会計のものも
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それなりの金利に下げていくべきだと思うのですが

ね。

それでは、成果報告書の８の６ページ。

この高度情報通信産業人材育成で成果が出てきて

いたと思うのですが、この課題の中にＩＴ関係企業

、の業務受注件数が増加傾向にあるということですが

どれぐらい増加が、沖縄の企業が受注したのかとい

うのを、増加件数でいいですから教えてください。

この事業は県内のＩ○盛田光尚情報産業振興課長

Ｔ企業に従業している人を対象に、人材育成のため

、 、の講座を行っている団体に対して 補助をしている

支援をしている事業でございます。

我々、成果目標でいいますと、実は講座の実施数

とその講座に参加した参加者の数で指標を押さえて

、 、おりますが 県内受注が増加傾向にあるというのは

業界団体からも伺っております。それで、指標とい

うか、その成果としてソフトウエア開発業が去年に

比べてことしが何億円ふえたかというような、その

分野別では把握はしておりませんが、実は先日も発

表させていただきました平成29年１月１日現在での

県内の情報通信関連産業の企業の生産額が4283億

2762万円ということで、これは前年比4.5％増、金額

にいたしまして184億円の増ということで順調に推移

しているということでございます。

そういう受注件数がふえて、そこ○玉城武光委員

を受講する企業の社員がなかなか受講をしづらいと

いうことで改善が必要だということなのですね。

その改善策というのはどう考えていますか。

まず、その案件の受○盛田光尚情報産業振興課長

注で、非常に忙しい時期等があるということで団体

からも伺っておりますので、その受注案件が集中す

るその時期と、あと、比較的集中しない時期等を企

業のほうにきめ細やかに聞き取りをしながら、企業

のほうから研修生が研修しやすい時期等について前

もって業界団体と県とも調整しながら、この講座は

この時期ぐらいがいいというところで対策したいと

思っております。

では次、８の60ページ。○玉城武光委員

ここの障害者の雇用の拡大ですが、就職につなげ

るためのきめ細やかな支援を行う必要があるという

ことが課題になっているのですが、現在はそういう

ことがまだ改善されていないということだと思うの

ですが、具体的にどういうきめ細やかなことをやろ

うとしているのですか。

具体的な支援としまして○下地康斗雇用政策課長

は、訓練中の業務習得であるとか、生活面の課題等

に対して、なかぽつセンターのアドバイザーである

とか就労移行支援事業所とか、ハローワーク等の支

援機関によって事業主への各障害者の特性に応じた

対応の方策の助言であったりとか、あるいは訓練生

が作業を理解できるような工夫です。例えば作業マ

ニュアルだけではなくて、ホワイトボードで絵を描

いて作業工程を説明したりというような、きめ細や

かな工夫をしまして、訓練を実施して、訓練後の職

場環境に適応して、訓練後はそのまま継続を図るた

めの支援ということで、現在もやっておりまして、

それをまたさらに今後も連携を図りながら充実させ

ていこうということでの課題という形で今、記載し

ているところでございます。

訓練後の、就職して途中で休職す○玉城武光委員

る方もつかんでいますか。

この訓練自体は公共職業○下地康斗雇用政策課長

安定所、いわゆるハローワークの所長から訓練受講

指示をして、その指示に基づいての訓練の実施にな

りますので、基本的にはほとんど訓練は終了しては

いますけれども、たまに訓練途中の解除者というの

も数名は出ておりまして、それは希望職種との違い

とか、あるいは体調が悪くなったりとか、そういう

さまざまな要因はありますが、訓練途中での解除者

というのも発生はしております。

その訓練途中の解除者につきましても、さらに就

労移行事業所であるとか、そういった支援機関を通

じまして、再就職につなげての支援は引き続き行っ

ているところでございます。

次は、文化観光スポーツ部をお願○玉城武光委員

いいたします。

９の34ページに、2020東京オリンピック・パラリ

ンピック選手輩出事業、ここに支援している事業、

、 、 。新規ですが 実施件数がありますが ９競技23名と

この９競技というのは具体的にどんな競技ですか。

昨年度、９競技団○瑞慶覧康博スポーツ振興課長

体、23名に対して支援しておりますが、その内訳と

しましてカヌー競技２名、レスリング４名、ウエイ

、 、 、トリフティング７名 ハンドボール３名 柔道１名

ライフル射撃１名、ラグビー２名、陸上競技１名、

障害者スポーツ２名、以上の９競技団体、23名でご

ざいます。

この競技名と競技者を選考すると○玉城武光委員

いうのは、どこかからの推薦があったのですか。

基本的には中央競○瑞慶覧康博スポーツ振興課長

技団体というのがありまして、例えばバスケットだ

と、バスケットの日本代表を強化するところがござ

います。そこの指定選手を主に選びまして、さらに

県内からそこにはまだ入っていないのですが、もう
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少しで入れそうという有望競技についても推薦をい

ただきまして、その方々を体育協会の中で、またそ

ういう専門家の方々から選んでいただきまして、そ

ういう形での選考をしております。

これを選考して強化は、トップア○玉城武光委員

スリートとか言われるのですが、その人たちはどこ

かに派遣して、派遣するための支援をするわけです

ね。合宿とかに派遣して。

この競技以外に今後出てくる競技というのは予想

されるのですか。

先ほど申し上げま○瑞慶覧康博スポーツ振興課長

、 、したように 指定選手というのは毎年行いますので

その都度資料をいただきまして、毎年選考しており

ますので、今年度は選考に漏れていた方がことしの

活躍に基づきまして、来年度、また成績が伸びてき

た方につきましては、そういう方々が来れば、また

選考の中で配慮していくという形になります。

一人でも多く県内からオリンピッ○玉城武光委員

クに行けるよう頑張っていただきたい。

次に９の44ページ、文化発信交流拠点整備事業な

のですが、この予算現額、執行額というのは、これ

は大きいですね。ほとんど執行しなかったと考えら

れるのですが、この執行減の原因をお聞かせいただ

きたい。

文化発信交流拠点整備事業○下地誠文化振興課長

について説明いたします。

この整備を検討している浦添市にある組踊公園は

都市計画決定を受けた浦添市の都市緑地ということ

になっております。このため、当該公園内に施設を

整備するに当たっては、整備に係る条件整理などに

ついて、浦添市を初め、関係機関との調整が非常に

必要な状況になりまして、平成28年度についてはそ

ういった調整の時間を少し要したものですから、実

施計画策定業務として計上していた委託料800万円余

りを執行することができずに不用となった結果に

なっています。

これは浦添市との調整がうまくい○玉城武光委員

かなかったのか。要するに選定する段階でなのか、

浦添市側が場所がちょっとということなのか、そこ

はどういう説明になりますか。

浦添市は要望がございまし○下地誠文化振興課長

たので、その場所でということでは了解いただいて

いるところなのですけれども、先ほど申し上げまし

たように、都市計画の中に入っていまして緑化率と

いう縛りがございまして、それをクリアするために

いろいろ今、関係機関と調整しているところでござ

います。

これはクリアできそうですか。○玉城武光委員

はい、クリアできるように○下地誠文化振興課長

頑張ります。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

午後０時２分休憩

午後１時20分再開

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

午前に引き続き質疑を行います。

金城勉委員。

では質疑をさせていただきます。○金城勉委員

まず、文化観光スポーツ部長、大型ＭＩＣＥ施設

についてですけれども、一般質問、代表質問でも大

分取り上げられたのですけれども、今、国との交渉

の状況どうですか。

国からは、本○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

会議でもお話をさせていただきましたけれども、需

要推計の部分とか、周囲の受け入れ環境に関して御

指摘をいただきまして その中で我々も さらにもっ、 、

とできる限りの精度を上げて、あるいは見方を変え

てデータを集めながら、さらに精度を深くした形の

資料をブラッシュアップといいますか、よくして、

それをもとに、また国とのパイプというのも継続し

てやりとりさせていただいておりますので、またそ

の調整、意見交換をさせていただこうと思っていま

す。

また加えまして、午前中にも申し上げましたが、

大型ＭＩＣＥ施設の経済的な影響・効果はサンライ

ズ東浜地域にとどまるものではなくて、離島も含め

て県民全体に及ぶ、そういう経済効果の大きい、高

いものということを県民の方々にも理解・周知を進

めながら、県民の皆様からも応援していただけるよ

うな施設を一日でも早く建設するための努力を続け

ていこうと思っています。

内閣府とのやりとりの中で、その採○金城勉委員

算性、あるいは運営の見通し、さらには周辺環境の

整備、アクセスも含めていろいろ指摘があるのです

けれども、その指摘されている部分で、県の試算と

内閣府の期待するものとギャップがあってそういう

ふうになっているわけですよね。

その辺のギャップの埋め方というのはどうなので

すか。

我々も、例え○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

、 、ば採算に関しましても 我々だけの調査ではなくて

全国的なそういった専門の機関、コンサルも含めま

して、あるいは展示関係の会社、専門の方々から情

報を得まして、６年目には採算のとれる数値になり

得るということも含めまして、詳細にある程度デー
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タをつくって提示したつもりでございますし、周辺

環境整備におきましても、その現状を踏まえながら

いろいろと県外、あるいは海外からの投資関連の企

業、会社、機関にお話をさせていただいたところ、

実際その現場に行っていただいたところも幾つかあ

るほど、その場所の魅力、魅惑に興味が行っていた

いだいたと。そういったこともつぶさに御提示をし

ているのですけれども、ただ内閣府から求められる

部分で企業秘密に当たる部分が結構あって―投資す

る部分でも今の段階では知られたくないということ

もあるものですから、そういった部分で内閣府の求

めるものと我々の提供するものと ちょっと差があっ、

たりするところですけれども、我々としては今でき

る限りの資料は出しているつもりですが、まだまだ

足りないということであればもっとさらに調査の中

身を厚くして―本来なら基本設計をさせていただけ

ればもっと細かな数値が出てくるはずなのですけれ

ども、今の段階でのできる限りの精査をして、さら

にまた内閣府にきちんと説明を続けていきたいと

思っております。

その辺の数値の部分で内閣府の認識○金城勉委員

と皆さんの認識がかみ合わない。その結果、そうい

う一括交付金の活用ができない、設計の予算がとれ

ないという状況なのですけれども、これは今後の見

通しとして、どこでどういう打開策を考えています

か。

まず我々は制○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

度の趣旨からしましても、一括交付金がこの事業に

該当すると。本会議でも申し上げましたけれども、

過去からの経緯というか、積み重ねがございますの

で、今年度まだ基本設計、時間的に間に合いますの

で、それをきちんと内閣府から理解をいただいて、

基本設計に交付金を充てていただけるように、繰り

返しですけれども、いろんなデータもさらにそろえ

ながら資料の中身をきちっと厚くして内閣府と調整

を続けていきたいと思っています。

これはタイムスケジュールとしての○金城勉委員

めどはどうですか。

本来なら今年○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

度で基本設計と実施設計まで行う計画予定ではござ

いましたけれども、ごらんのとおりまだこういう状

況ですので、ただ基本設計に関しましては今の段階

でも十分間に合いますので、まずは基本設計を今年

度目指して取り組みを進めているところです。

ぜひその辺のギャップを埋めて、何○金城勉委員

、とかこれが打開できるように期待しておりますので

頑張っていただきたいと思います。

次、商工労働部に移りますけれども、今各業界問

わず人手不足というのが深刻な状況になりつつある

のです。特に介護部門における人材の確保というの

が非常に深刻らしく、最近関係者の方々から話を聞

く機会があったのですけれども 非常ににっちもさっ、

ちもいかないような状態になっていると。だから、

外国人のそういう雇用を広げていきたいという話が

あるのですけれども、この分野における外国人の活

用というのはどんな状況ですか。

、○下地康斗雇用政策課長 介護分野におきましては

現在在留資格の中で専門的技術を有する外国人とい

う形で、介護についても、平成29年―ことしの９月

１日からの施行でありますけれども、介護福祉士の

資格を持っている外国人は、高度外国人材という形

で在留資格が認められることになっています。

それとあわせて、技能実習生制度の中でも介護の

技能実習というのがことしの11月からの施行で、介

護分野での技能実習というのが11月から始まります

ので、その技能実習をして、その資格を取って高度

外国人材という形で、在留資格を認めて、介護分野

で介護福祉士として活用してもらうという形で、国

の施策として進められているところです。

この分野は国が窓口となって募集を○金城勉委員

かけたりマッチングしたりということがあるようで

すけれども、これは国の機関だけで各都道府県を補

えますか、カバーできますか。

県の子ども生活福祉部で○下地康斗雇用政策課長

介護分野の人材育成については、そのような研修と

かそういったものの助成とかを行って、介護福祉士

の養成というのは県でもやってございます。

それと新たに技能実習として、介護分野に加わる

部分については、県内の介護関係の機関が、管理団

体が、県内で管理団体というところで手を挙げる機

関がいるのかどうかも含めて、これは子ども生活福

祉部とも連携しながら、県内で管理団体で技能実習

ができるような協力体制ができるのかも含めて連携

して検討してまいりたいと思います。

介護施設の関係者の皆さん方からこ○金城勉委員

ういう相談は受けたことはないですか。

雇用の関係では直接受け○下地康斗雇用政策課長

てはございません。

技能実習制度につきまし○宮平道子労働政策課長

ては、管理団体というところを通して海外からの実

習生を受け入れる制度になっておりますが、今現在

直接県で、こちらで受けているということはないで

す。この制度、こちらを通してという制度ではござ

いませんので、そういうこともあってということに
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なるかと思います。

では福祉関係のところとも連携が必○金城勉委員

要なのでしょうけれども、やっぱり現場の話を聞く

と、人手不足が非常に深刻で場合によっては許され

た範囲のベッド数も制限して受けなきゃいけないと

か、利用者の制限もしなきゃいかんとか、そういう

ところまで来ているらしいのです。だからそういう

意味で、外国人の雇用も積極的に進めていきたいと

いう相談でしたので、これはぜひ子ども生活福祉部

あたりとも連携を図りながら検討いただきたいと思

います。

次に、海底鉱物資源のことについて伺いたいので

すけれども、何月でしたか、ことし海底鉱物を大分

大量に揚げましたね。その辺の状況を説明いただけ

ますか。

国ではことしの９月○喜友名朝弘産業政策課長

26日に、沖縄近海で海底熱水鉱床の採鉱・揚鉱パイ

ロット試験を実施したと。そして、これが世界でも

初めてなものですから、連続の揚鉱に成功したとい

う説明を受けております。マスコミにもたしか、新

聞にも載っていたと思います。

、 。○金城勉委員 これは 今後の見通しはどうですか

これも国の情報ではあ○喜友名朝弘産業政策課長

るのですけれども、昨年ちょっと古いのですが、伊

是名海穴で鉱物資源量が約740万トンということで、

非常に大きい量があって、そして中身も―まだ今調

査中ではあるらしいのですが、非常に有望な資源が

あるというところであります。ただ先ほども申しま

したように、世界でも初めて、日本でも初めてとい

うことで、国も非常に慎重に行っておりまして、有

望な資源はもちろんあるのですけれども、ヒ素とい

いますか、害のあるものも何かあるらしいので、マ

グマからの資源ですので。その辺もじっくり検査を

しながらやっていくという形で、情報も全て県にい

ただいているわけでもなくて、情報も出せるものは

出しながら、また混乱させたらいけないものは抑え

つつ、安定化を図りながら進めていくということの

ようでございますので、まだ我々も動きがしにくい

ところでございます。

ただ連携はとりながら、いただける情報は県とし

てはいただいているところです。

当然、将来的な産業化というのが重○金城勉委員

要になってくるのでしょうけれども、その長期的な

見通し、あるいはまた、そこに県がどうかかわって

いけるのか、その辺のところは今の時点ではどうで

すか。

今、課長がおっしゃっ○屋比久盛敏商工労働部長

たように実験が始まった段階というか、揚鉱といい

ますか、大量の鉱物を引き揚げて、それを製錬まで

持っていくという一連の実験ということで始まって

おります。そういう意味で我々がどこまでかめるか

というのは去年、一昨年あたりから調査も入れて沖

縄県で何ができるかということをＪＯＧＭＥＣなり

と意見交換はしています。

ただ、鉱物の製錬に当たっては、彼らも既存の製

錬所、もしくは過去使っていただろうという施設を

再稼働させながらやっていくという形にしているも

のですから、あれだけの施設を沖縄県ではすぐつく

れないだろうと考えていますので、ではまずは何か

らできますかと。実験のための母港の話は一応協力

はしました。次にそこから、この研究の最初とって

きたところの倉庫をつくるのかとか、そこら辺の話

をまずやっています。

さっき言った最初のヒ素ではないですけれども、

そこを洗い出す、選鉱する場所が必要なのかとか、

そういうことをやっていますので、まずはそこら辺

できることから提案していって、我々もその次の段

階、段階の産業化といいますか、クラスターといい

ますか、そこら辺に向けて頑張りたいと思っていま

す。

これは長期的な話ですから、今すぐ○金城勉委員

、 、具体的なことにはならないでしょうけれども ぜひ

沖縄県がかかわって産業化できるように。将来的な

期待をしておりますから、頑張ってください。

大城憲幸委員。○瑞慶覧功委員長

まず成果報告書８の７ページ。○大城憲幸委員

産業振興と雇用の創出・安定になっています。う

るま市のほうです。

この事業は、立地する企業の初期投資を抑えて企

業誘致を図るということなのですけれども、先ほど

も議論がありましたように、例えば海外ビジネス受

入体制構築事業とか、企業誘致促進事業という意味

では沖縄は経済もいいし、非常に進出意欲が高いと

いう話は最近よくあるわけです。そういう中で、一

括交付金で工場をつくってあげて、初期投資を抑え

ますからぜひ沖縄に来てほしいというのはどうも違

和感がある。またこれは新規ですから、やっぱりこ

れだけ企業が来てくれるのだったら、逆にどんどん

沖縄に投資してもらって、税金を納めてもらうとい

う意味では、そういう状況と、この事業を新たに始

めていくという部分で少し違和感を感じるのですけ

れども、その辺の考え方をお願いいたします。

おっしゃるとおり企○平田正志企業立地推進課長

業誘致の観点からは非常に関心が高まっているので
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あれなのですけれども、賃貸工場に関していいます

と、対象業者は製造業になってくると。沖縄の低調

な部分でありますから、製造業になっておりますけ

れども、その分野では設備投資―製造業の企業が立

地するに当たって建物も建てて、さらに製造業の場

合はラインの製造というのは相当コストがかかる中

で、実際はなかなか立地していない状況です。

現状も、午前中説明させていただきましたけれど

も、特別自由貿易地域に分譲地と賃貸工場を合わせ

て63社来ている中で、賃貸工場に来ていただいてい

るのが46社で、現時点では49社にふえているのです

けれども、77.8％ぐらいになっていると。

そういう意味では、製造業を誘致するインセンテ

ィブとしては非常に効果があるものなので、これか

らも必要に応じて整備する必要があると考えていま

す。

現時点で約73％。あとこれは63区○大城憲幸委員

画が埋まるまではこういう形で最後まで進めたいと

いう考え方なのですか、

数字を申し上げます○平田正志企業立地推進課長

と73％、現時点、10月時点では77.8％台に達してお

ります。その一方で分譲のニーズも高まっています

ので、分譲地を活用して物流関連の企業が立地する

ニーズも高まっていますので、そことのあんばいを

考えながら―ただ私どもとしては付加価値の高い製

造業の誘致というのは必要だと考えてますので、均

衡を図りながら整備を検討していきたいと思ってい

ます。

終わりますけれども、やっぱり違○大城憲幸委員

和感がある。言っていることはわかります。やっぱ

り製造業弱いですから、沖縄は。沖縄の力強い経済

をつくるためにも付加価値の高い製造業というのは

必要ですけれども、やっぱり今ほんとに、一括交付

金でつくってあげてそこに入ってくださいというの

はどうなのかというのはやっぱり感じますので、取

り組みをよろしくお願いします。

次に進みます。午前も議論があったクリーンエネ

ルギーの件、８の36ページです。

まず１点、久米島で取り組みを試験的にやってい

るのですけれども そこは課長の答弁でちょっとがっ、

かりきたのですけれども、一般家庭分で5.5世帯分し

かないから余り現実的ではないという話だったと思

うのです。再度この実証実験に関してどういう感覚

を持っているのか。

私は、50から100キロワットになって充実してきて

いるという認識なのですけれども、再度答弁をお願

いします。

午前にお話しましたの○喜友名朝弘産業政策課長

は平成27年度の年間の総発電量で１万9784キロワッ

トアワー、一般家庭の5.5世帯に相当すると説明しま

した。

最近の平成28年度の総発電量は、約２世帯分とい

うことで、この理由としましては、発電が台風の影

響でコンピューターが故障したりとか稼働ができな

かったということで、非常に少なかったのです。例

えば年間運転資金が大体3000万円弱かかっているの

ですが、それで5.5世帯ということです。

当初の目的としては 海洋温度差発電の必要なデー、

タをとるという目的でやってございますので、必要

なデータはもうおおむねとれているということです

ので、予定どおり今回の事業としては一旦終了せざ

るをえないと考えております。

確認ですけれども、私平成29年度○大城憲幸委員

までと認識していたのですが、これ平成30年までに

延びたのですか。

もともと平成29年、平○喜友名朝弘産業政策課長

。成30年ということで予定していたようでございます

平成25年から始めてもう最終に○大城憲幸委員

なっているのですけれども、私の認識では61カ国、

7000人以上の皆さんがこの活用について見学に来て

いますと、そしてハワイとも連携しながら、温度差

発電だけではなくて、水素の活用についても複合的

に佐賀大学なんかと先進的な研究をしていますと、

非常に可能性があると聞いているものですから、今

のお話を聞いてがっくりきたのですけれども、県と

してはその認識でいいのですか。それともそのプラ

スアルファの部分というのはどう認識しているので

すか。

午前も御説明したので○喜友名朝弘産業政策課長

すが、電力関係としてはそういった形なのですけれ

ども、ほかにも海洋深層水を農水産業に活用すると

か、場合によっては別のところで活用するとかいう

のは、またこれから意見交換をして議論をしていか

ないといけないだろうとは思うのですけれども、私

どもの課で所管している発電に関してのみは非常に

採算性はよくないという結論になっています。

沖縄総合事務局が調査をした海洋○大城憲幸委員

深層水を利用した地域活性化可能性調査報告書とい

うのは読みましたか。

はい、確認してござい○喜友名朝弘産業政策課長

ます。

ここにあるように、発電のところ○大城憲幸委員

は試験だから加味しなくても十分に経済性がとれる

と。久米島地域の雇用に関する影響、あるいは経済
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に関する影響というのは非常に大きなものがあると

いうものが多く出ているわけです。

そういうものを見た場合、企画部から始まって農

林水産部が管轄して、あくまでもこちらは実証試験

だからみたいな話はあるのだけれども、やっぱりみ

んなでいいところを集め合って前向きにやるべきと

ころを、今みたいな発電だけ見ると「だめだね」み

たいな話になると、なかなか後ろ向きに聞こえてし

まうわけですよ。

これができたから久米島が元気になったと、そう

いう可能性がある非常にポテンシャルが高い事業だ

と思うのですよ。その辺は前向きに進めるべきだと

思うのですが、その辺に関して再度お願いします。

課長が答弁したとおり○屋比久盛敏商工労働部長

、実証実験ということで始めてきたわけですけれども

結局どれだけの電力がとれるか、それからあと経済

性に持っていけるかということのデータだと思いま

す。

今の段階では、本当に今と同じような電気の値段

でこれが供給できるかというと、相当な、逆に言え

ば高コストな電力供給になってしまうというのがあ

、 、る程度見えているというところから 我々としては

ここについては一旦閉めたほうがいいのではないか

という形でございまして、海洋深層水の、先ほどの

調査の中で言われているような事業というのは、そ

れはそれでまた別の話で検討していくべきものでは

ないかと思っています。

終わりますけれども、やっぱりそ○大城憲幸委員

れだけで終わるのではなくて、電力の部分で入口は

使います。その後で、この冷たい部分は農業に活用

します。そして出てくる部分はと。これを複合して

やることによっての可能性というのは残しているわ

けですよね、この課題のところでも。その辺は、電

力の部分、そしてそれを複合的に一緒にやりましょ

うみたいなことは、結局どこが所管するかでまた今

後もめると思うのですけれども、せっかくここまで

お金をかけて調査してきた実績もある部分ですから

前向きに進めていただきたいと思います。

文化観光スポーツ部に進みます。

９の１ページ、簡単にお願いします。

高付加価値型の観光ということで、観光客数はた

くさんふえたのですけれども、やっぱりきちっとリ

ピーターもお願いするし、当然付加価値の高い観光

というのはあると思うのですが、こういう事業はえ

てして補助金があるときはやるのだけれども、切れ

てしまうと終わりというのが多い気がするのです。

その辺について実績は１万6000名誘致しましたと

言っていますけれども、どのように継続してこの事

業を生かしていくのかをお願いします。

委員御指摘のとおり、観○平敷達也観光整備課長

光客の皆様の滞在中にどれだけ消費していただくか

とか、そういうことが重要でございまして、本事業

において消費額の向上、及び滞在日数の延伸を図る

ために、体験型観光商品の開発や一般観光よりも経

済効果の高いＭＩＣＥパーティーメニューなどの開

発等を行っています。

この事業については、実際に３年間は事業ができ

るということを前提にやっていまして、３年やると

、 。ころもあれば １年で自走するところもございます

そして、実際に大きく効果を出しているところがご

ざいます。

例としては、ＭＩＣＥのパーティーメニューとし

てやっているガンガラーの谷が南城市にございます

が、そちらなどは平成28年度の事業では4500人のお

客さんを集めてございます。実際の経済の効果とし

ては３億3883万円という形でやっておりまして、既

にもう１年やったのですけれども、もうこれは自走

していて世界中にアピール発信しているところでご

ざいます。

もう言いたいことは最初に言いま○大城憲幸委員

したので、そのとおりで、いい事業だと思いますの

で、ぜひ充実していくようにお願いをします。

次に９の７ページ 、。

先ほどもあった教育旅行、修学旅行の件ですけれ

ども、子供たちが減る中で、去年だったか、一度全

体としての数は減ったのですけれども、平成28年度

は増加したということです。直近の状況としては数

的にはどんな感じになっていますか。

、○糸数勝観光振興課長 平成28年の修学旅行者数は

44万2113人です。前年の平成27年が43万8854人です

ので、差し引き3259人、率にして0.7％の増となって

おります また学校数につきましても41校の増となっ。

ております。

民泊の安全・安心を確保したいと○大城憲幸委員

いうことで、ガイドラインなどをやっているのです

けれども、このうちの何割ぐらいが民泊を利用して

いますか。

。○糸数勝観光振興課長 約４割が利用しております

去年もこの議論させてもらったと○大城憲幸委員

思います。

大体４割ぐらいということになっていると思うの

ですが、今後この割合というのはふえていくのです

か。海外からの誘致というのもあるのですが、その

ニーズというのはどのように捉えていますか。
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民泊については、ホテルの○糸数勝観光振興課長

宿泊と民泊、組み合わせた規模が非常に多いので今

後もふえていくと理解しております。

課長ともやったかな、担当者とも○大城憲幸委員

何度も議論したのですけれども、今度のガイドライ

ンでも、民家に対して「簡易宿泊所の許可をとりな

」 、さい というような部分で力を入れているのですが

この中間事業者に対して私はもっと指導あるいは規

制を含めて、あり方を議論するべきではないかと話

をしているのです。

やっぱり農家民泊、何とか民泊といっても、なか

なか専業で農業をしている人が子供たちを受け入れ

る環境はつくりにくい中で、今後ニーズがふえても

民家が集まらない状況になっているのではないかと

いう気がしているのです。

ここでいう安全・安心はどうしても守らないとい

けない。だけれども、やはり責任のある事業者との

もっと連携、あるいはそこら辺の指導というのは強

化するべきではないかという話を前にもしたことが

あるのですけれども、その辺についての考え方をお

願いいたします。

今回、教育旅行民泊指針と○糸数勝観光振興課長

いうことで、どういった経緯でつくったかというこ

となのですが、やはり受け入れ民家、あるいはその

総括している団体においては、安全対策についての

意識のばらつきがあります。そういったことから、

我々としては非常に課題であると認識しておりまし

た。

そのような中から、今現在、修学旅行協議会を設

けておりますが、その中の下に下部組織として民泊

教育旅行分科会、その中で議論しました。こういっ

たガイドラインが必要だろうと。その構成している

メンバーというのは主にそういう教育民泊を実施し

ている団体が構成メンバーとなっていまして、現場

の意向を反映していると。

委員おっしゃるように、その統括する、あるいは

コーディネーターといっていますけれども、コーデ

ィネーターに対しては、指針の中では県の研修を受

けてくださいと、そして各民家に対してみずから受

け入れのマニュアルをつくって、それを周知徹底し

てくださいと指導しておりまして、これをやること

によって、民泊の安心・安全が確保できるのではな

いかと我々は理解しております。

子供たちの命を預かる事業ですか○大城憲幸委員

ら、それは安心・安全が第一です。ただやっぱりそ

こを民家に負担をかけるのかというのは意見、認識

が違ったりしますので、その辺は継続的に議論をし

ていきたいと思いますのでよろしくお願いします。

最後の１点、ＭＩＣＥの件です。

９の25、26ページの議論は先ほどありました。

先週通告はしたのですけれども、その後できょう

の午前の議論とその後の事実に基づいて、財源確保

という視点から少し確認したいのですが、おととい

奥武山に２万人のサッカースタジアムの記事が出た

ものですから、私も県民から指摘を受けて―先ほど

来、部長も言うように、今課題は国との話し合い、

財源をどう確保するかというところで、平成28年の

中でも一括交付金で購入予定の土地も結局それがか

なわなかった。

そういうときに、今この総事業費178億円の一括交

付金を活用してＪ１規格のサッカースタジアムをつ

くりたいというものが出てくるのが少し違和感があ

るのですけれども、この辺については、何でこの時

期なのですか。今じゃないと間に合わないというこ

とで出てきたのか。これは通告してませんから、現

時点で答えられる範囲でお願いしたいのですが、お

願いします。

Ｊ１リーグにつき○瑞慶覧康博スポーツ振興課長

ましては、平成27年度ごろから那覇市と一緒に準備

を進めておりましたが、那覇市ではなかなか進まな

、 、いということで 昨年度から県が主体になりまして

整備に向けてやろうということで、昨年度から整備

に向けての基本計画をことしまでに向けてつくった

ところでございます。

もう一つは、沖縄からＪ１を出すためにはＪ１の

施設がないと幾ら優勝してもＪ１に上がれないとい

うこともありますし、沖縄の今までの施設というの

はどちらかというと運動するほうが主役で、見るほ

うの観客が主役になるようなもの そういうエンター、

テインメント的なものとか、産業的な視点が欠けて

いたこともありまして、今後はこういうものから沖

縄県の経済を活性化させていくとか、そういう方面

からの視点がありまして、早目にＪ１はつくる必要

があるのではないかということがありまして、現在

。それに向けて準備を進めているところでございます

１点確認しますけれども、Ｊ１出○大城憲幸委員

したいというのは一緒です。ただ、今回ＦＣ琉球が

Ｊ２に昇格基準を満たしたという報道もあったので

すけれども、それとこの事業というのは何か関連は

あるのですか。

ＦＣ琉球につきま○瑞慶覧康博スポーツ振興課長

しては今Ｊ３でございますが、そのＪ３になったと

きも、当時はＪ２とＪ１しかございませんでした。

、Ｊ２になるためにはＪ２の施設が必要ということで
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。沖縄市の総合運動公園をＪ２規格にしてございます

それからまた今回Ｊ２の資格というのはＪ２になる

資格があるということでありまして、今度Ｊ２に上

がるためにはまた成績も伴わないと上がらないので

、 。すが 逆に優勝しても上がれない状況が起こります

今の状況でもし行きますと、あと二、三年してＪ２

に上がり、また中で強化して二、三年後に上がろう

というときには、五、六年後には最短でもしＪ１に

行こうとしてもＪ１施設がないと行けないという状

況もございますので、どうしてもその辺の方向も考

えながら、我々としてはまた、これまでそういうＪ

１用の専用のサッカー場が沖縄県には１個もないも

のですから、陸上競技場とかはいっぱいあるのです

けれども、県内に総合的な陸上競技場とか、そうい

う沖縄県全体の視野で、市町村は市町村の住民に対

する視野がありますが、県としては県全体の視野で

のサッカーの振興とかいろいろ考えた場合にＪ１ス

タジアムの整備が必要という形での議論の中で今準

備を進めているところでございます。

今言ったＪ１が子供たちの夢をと○大城憲幸委員

いうのは同感です。ただこの経営計画を見ても、収

入のところを見ても、今のＦＣ琉球の収入なんかを

見てもなかなか厳しい中で 年間収入が約１億8900万、

円から１億5000万円とか、経営したら赤字は１億円

から２億円になりますよとかいうのがあるのですよ

ね。だからオリンピックも控えてラグビーも一緒に

というのもわかるのですけれども、財源確保という

意味では、その中ではコンサート会場なども幅広く

活用してという話になると、財源論の中ではＭＩＣ

Ｅの事業に集中すべきなのではないかという意見は

どうしても出てくるのです。その中でまた178億円の

一括交付金の活用を検討しますとやってしまうと、

県民の思いとしてもぶれてしまわないかということ

で、私は何でこの時期かという違和感があったので

す。

その辺について部長答えられる範囲で、最後にお

願いします。

サッカースタ○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

ジアムに関しましては、スポーツ振興という観点か

らの議論もございました。まさにその収益に関しま

しては、委員もおっしゃったとおり、単なるスタジ

アムだけでは試合のある日にしか人が来ないという

、 、ことからしますと あの場所が非常に市街地に近い

空港も近いという場所の利便性を生かしながら、試

合のない日でもお客さんが集う、例えば複合施設、

エンターテイメント施設、商業施設を入れて国場川

沿いを生かしながら、そこに集うことによって、何

とか運営も含めて安定的な財源ができるかという視

点で、できないかということも含めまして今いろい

ろと検討しているところでございます。

西銘啓史郎委員。○瑞慶覧功委員長

まず両部にまたがる質疑からし○西銘啓史郎委員

たいと思いますけれども、両部長、各平成28年度の

執行率、それから繰越率、不用率がありますけれど

も、県全体の数字とそれから各部局との対比は把握

されていますか。自分たちの部以外の数字は。

今、細かい数字は持っ○屋比久盛敏商工労働部長

ていませんけれども、去年あたりから一括交付金の

執行率の問題がございましたので、今、総務部を中

心に部局長会議 その中で毎月細かく執行率をチェッ、

クしようということで各部から出してきます。その

中でどこが進捗してないというのが見えてきます。

昨年はうちはＭＲＯ―航空整備施設の問題があった

ので、私どもが１番びりでした。ところがことしは

ＭＲＯ―航空整備施設が順調に進んでいるものです

から、うちの部としては上に上がってきているとい

う状況は把握しております。

おおむね今の○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

商工労働部長と同じ話ですけれども、また別途、ま

た資料等も見つけながら他部局の状況は把握をして

いるところでございます。

何が言いたいかというと、私も○西銘啓史郎委員

、この委員会の委員ですから３つの部を見ていますが

全体的なものを見るというのが１つと、県全体と比

較して他部署がどうなのかとか。この間決算特別委

員会で聞きましたが、九州各県と比べてどうなのか

ということも聞きました。監査委員からは例えば不

用率ですけれども、九州の熊本県と沖縄県を除く不

用率は幾らぐらいだと思いますか。把握していない

なら把握していないでいいです。

新聞によりますと、沖○屋比久盛敏商工労働部長

縄県のほうが高いと。九州のほうが低いということ

で パーセントでいうと倍ぐらい違うという話があっ、

たかなと思います。

監査委員の報告ですと、熊本県○西銘啓史郎委員

と沖縄県を除いた九州平均の不用率は0.8％だそうで

す。沖縄県全体で幾つですか、今。

数字はわかりませんけ○屋比久盛敏商工労働部長

れども、それよりも高いと。

ぜひ部長クラスは県全体の数字○西銘啓史郎委員

ぐらいは把握するべきだと思います。2.1％です、今

年度。昨年度が2.2％。

改善はされているものの、やはり監査委員から指

摘されたように、各部局の予算の執行の仕方、それ
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から特に商工労働部でいうと特別会計の不用額が

8.1％でずば抜けて高いのですけれども、県全体の特

別会計の不用率は何パーセントですか。

これについて把握して○屋比久盛敏商工労働部長

いませんけれども、特別会計の場合はいろいろ事情

がございまして、不用になった分はまた特別会計に

戻りますので そこからまた使うということで 回っ、 、

ていくお金だと考えております。

商工労働部の不用率が特別会計○西銘啓史郎委員

で8.1％、県全体が0.8％なのです。ですからいろん

な理由があるにせよ、そういった数字のこだわりと

いうか、監査で指摘されるような―私は監査委員に

も聞きました 「部局別に監査の指摘はしているので。

」 、「 」 。すか と言ったら していない と言っていました

ですから僕は、監査は全体を見て、各部局ごとの話

はしないのかもしれませんけれども、最低限部長は

自分の部局、他の部局の比率を見ながら、ある意味

通信簿ではないですけれども、他の部局と比較して

うちの部がどうなのだというのは把握をしながら、

ぜひこの１年間の総括をしていただきたいと思いま

す。

今度は成果報告書に関することで、共通のことを

話したいと思います。

フォーマットが大変見やすくなりましたありがと

うございます。これについては財政課にお願いをし

て、幾つか修正されました。ただし、まだ不十分な

点があるので、財政課にはもう一度要請をしたいと

思いますけれども、農林水産部にも要請したので同

じことを言っておきます。

この目次のページの事業ごとのところに担当課を

記載してほしい。事前に課に詳細を聞けますので、

担当課を記載してほしいということ、それから目次

のページの最初に新規とか継続と書いてませんけれ

ども、新規だけでも書いてほしいということ、ナン

バリングをできたらしてほしいということを正式に

は財政課に要請したいと思いますが、こういったこ

ともお願いしたいと思います。

共通のところは以上ですけれども、あとは商工労

働部先に行きます。商工労働部にはまず全体の話か

らお願いしたいと思います。

商工労働部としていろんな企業の誘致とか地元企

、業の育成みたいなものもあると思うのですけれども

全体の 一般会計予算約330億円のうち 昨年度306億、 、

円執行したうちで、企業誘致と県内育成というのは

どれぐらいの比率ですか、大まかにいうと。

企業誘致の部分は、款○屋比久盛敏商工労働部長

項目で捉えられるのですけれども、課の予算としま

しては306億円に対しての６分の１ぐらいの予算で企

業誘致を行っているということでございます。

残り６分の５は県内企業のいろ○西銘啓史郎委員

んな育成とか 販路拡大とかそういったところに使っ、

ていると理解していいですか。

企業誘致がやっている○屋比久盛敏商工労働部長

部分以外のほかの課が事業をやっている部分だとい

うことです。

いろんな重点施策を見ている中○西銘啓史郎委員

、 、で 先ほど大城憲幸委員からもありましたけれども

何というか、当初の計画と余りにも執行が低い。例

えば具体的に言うとさっきの成果報告書８の７ペー

ジの新規事業でありますけれども 予算額８億4000万、

円に対して6200万円しか執行していなくて、7.4％の

執行率だと思うのです。要は課題の中にニーズとの

ミスマッチが発生してと書いてありますが、この予

算をつくるときに、年間で６棟の建設をするという

計画をして、１年間でできるという全体的な計画が

もしあったとしたら、その段階で課題や要望を踏ま

えてなかったというのは僕はちょっと非常に不思議

なのですけれども そういう理由でよろしいのでしょ、

うか。

賃貸工場整備事業に○平田正志企業立地推進課長

ついては、平成28年度から平成29年度の２カ年の事

業として計上しておりまして、平成28年度は設計と

一部の工事の着手ということで事業を進めておりま

ます。

今回執行率の面で低調だったということに関して

は、整備のうちの６棟を整備をする予定であります

けれども、そのうちの４棟について、床の耐荷重で

あるとか、設備機器の仕様を見直したことによって

追加の検討が必要になって不測の日数を要したこと

から設計業務がおくれ、伴って工事の発注がおくれ

たことによって繰り越しをしたということでありま

す。

では来年度にはちゃんと課題や○西銘啓史郎委員

要望、ニーズのミスマッチもなくしてできるという

理解でよろしいのでしょうか。

今工事に着手しまし○平田正志企業立地推進課長

て、契約は進行しておりまして、来年度の２月には

竣工するということで進めています。

次８の６ページを質疑したいの○西銘啓史郎委員

ですが、いろんな講座を実施して、ＩＴの人材育成

だと思いますけれども、これは企業への補助という

。 。理解でいいですか 講座を開いている企業への補助

ＩＴ人材力育成強化○盛田光尚情報産業振興課長

事業という事業で、県内のＩＴ関係団体、いわゆる
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公益社団法人沖縄県情報産業協会に補助事業者とし

て決定しまして、それで団体に補助をしている事業

で、１企業に、個別個別に補助を出しているといっ

たものではございません。

当初予算額でいうと、140講座の○西銘啓史郎委員

予定ですけれども、１講座は幾らぐらいですか、計

算すると。

この講座が実はＯＪ○盛田光尚情報産業振興課長

Ｔ講座であるとか、座学講座、それから資格取得講

座、それともう一つＰＢＬ講座―プロジェクトベー

、 、スドラーニングと申しまして 実案件をとるために

前もって県内企業の発注元である企業様の案件をと

るために、県内の企業が本当に開発業務ができるか

という中で先方から沖縄に来ていただいて そういっ、

た講座、人材育成をやるといった大きく分けて５種

類ございまして、その昨年の講座の実施、全体が、

181講座になっております。

ですから、決算額がございますけれども各講座講

座で単価が違うのですが、そこは平均で１講座当た

りということでお出ししても構いませんか。

何が言いたいかというと、単純○西銘啓史郎委員

計算すると予算では１講座100万円ぐらいなのです

よ。実際実施したのは180講座だと74万円ぐらいにな

るのですが、総額が幾らでそれに対する補助が幾ら

かわからないけれども、相当高いような気がする、

補助額が。だから本当に中身をどう見ているのか、

実際それがどれだけ効果があるのか精査していただ

きたいと思いますので、これは指摘として申し上げ

ておきます。

商工労働部はいっぱいあるのですが、時間がない

ので。細かいところ、わからないところは各部局に

聞きたいので担当課を教えてください。

それでは文化観光スポーツ部に行きます。

文化観光スポーツ部の事業の中で、全部で45事業

の主要施策がありますけれども、ビューローへ委託

している事業はどれですか、この中で。

事業数全体○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

45のうち、ビューローに委託しているのは14施策で

ございます。

左側に番号が打っていれば、何○西銘啓史郎委員

番、何番って言ってほしかったのですが後で結構で

す。またどこかの機会で見たいと思います。

９の４ページ、これをちょっと質疑したいと思い

ますが、決算額が９億9000万円のうち８億8500万円

ありますね。その中で旅行商品造成への支援だった

り、旅行博への出店であったり、メディアでの広報

宣伝と書いてあるのですが、そのおのおのの内訳は

わかりますか。

、○糸数勝観光振興課長 この国内需要安定化事業は

細事業として同名の国内需要安定化事業ともう一つ

が細事業として沖縄観光ブランド戦略推進事業の

２つに分かれております。

細事業の国内需要安定化事業は総額で８億8519万

6000円です。内訳としては報酬が147万5000円、旅費

が277万1000円、委託料が８億8095万円で、もう一つ

の沖縄観光ブランド戦略推進事業が委託料で合計で

１億500万円となっています。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

（休憩中に、西銘委員から各個別事業の決算

額を答弁するよう指摘があった ）。

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

糸数勝観光振興課長。

各個別事業ごとにはないの○糸数勝観光振興課長

ですが、季節キャンペーンというくくりで、３億

9174万7621円、路線別連携プロモーションで２億

、 、6905万6829円 その他プロモーションで736万5360円

沖縄観光新規需要創出プロモーションで1854万

3471円、九州・中部地区開拓事業で116万1586円等に

なっております。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

(休憩中に、西銘委員から、旅行商品造成に対

する支援で、何社の旅行社に幾ら支援したの

か答弁するよう指示があった。)

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

糸数勝観光振興課長。

旅行会社連携プロモーショ○糸数勝観光振興課長

ンという事業はあるのですが、今この費用は出して

おりません。申しわけありません。

数字は必ず出してください。○西銘啓史郎委員

それともう一つ、ほかのＰＲやマスメディアのこ

とも、今わからなければ後で数字をください。

旅行社の費用がわからなければ、エージェント会

社にどんな商品をつくらせて、集客が何名だったの

かという数字もわかっていないということですか。

この旬香周島おきなわキャ○糸数勝観光振興課長

ンペーンというのは、さまざまな事業を行っていま

して、例えば旅行博、イベントへの観光ＰＲブース

出店、テレビ、雑誌、ウエブ、マスメディア、そう

いった全ての事業についてはちょっと把握しており

ませんが 旅行関係プロモーションについては ９社、 、

25企画ありました。その中で総客数が２万333人の集

客がございました。

、○西銘啓史郎委員 毎回申し上げるのですけれども

費用が幾らかわからない中では評価のしようがない
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のです。旅行社に対する支援の額が幾らかというこ

とと、やはり前回も何かで商品数が何件あったとい

うことを評価したと思うのですけれども、最後は人

数を幾ら集客したかが一番大事だと思うのです。恐

らく８億円の中でも―数字がわからないので何とも

言えませんけれども、旅行社への支援が仮に１億円

、なら１億円かけて２万人の集客ということですよね

恐らく。ですから、こういったものについては、必

ず費用対効果というのですかね。それから旬香周島

キャンペーンがどれだけの期間やったのかわかりま

せんけれども、旅行社はもともとそういう支援がな

くても旅行商品をつくります。旬香周島というキャ

ンペーンロゴを入れることで県から支援がもらえる

ということもあるかもしれませんけれども、この辺

についてやはり文化観光スポーツ部としてしっかり

見ておいてください。こういうことは全てにつなが

りますけれども、そういう支援がなければ商品をつ

。くらないということがないようにしてほしいのです

全ての事業がそうですが、支援があればやるけれど

もなかったらやらなくなるってことは、言葉は悪い

ですが、ある意味麻薬になってしまってもよくない

ので、これはぜひ中身をチェックしてください。

それと最後にちょっと９の26ページです。

ＭＩＣＥの件ですが、見方によっては70億円をそ

のまま使ったように見えますが、これは別に沖縄振

興特別推進交付金事業で使ったということではない

ですよね。

委員御指摘のものは当初○平敷達也観光整備課長

は一括交付金を使って用地を購入する予定でござい

ましたが、結果として内閣府との調整がなかなかう

まくいかなかったというか、もともとこれが特別会

計で整備した港湾の施設用地だったものですから、

それを購入するのに一括交付金はいかがなものかと

御指摘がございましたので、結果としては財源を県

債等に振りかえて使用しています。

この書き方だと右側に星印がつ○西銘啓史郎委員

いていて、下の枠外に一括交付金を使ったというふ

うに見えるではないですか、この70億円が。12.7ヘ

クタールの購入を行ったと。これも額も入っていま

せん。そういう勘違い、要は県債なら県債できっち

り明記していもらいたい。こういった星印で見る人

によっては、これは一括交付金で買ったと見えかね

ないので、ここはきっちり修正するなり訂正をして

もらいたいと思います。

あと１点だけ。９の28ページなのですけれども、

多言語コンタクトセンターの運営がありますよね。

これはいつからどこで何名ぐらいで、それから運営

時間というか、そういったものがわかれば教えてく

ださい。

多言語コンタクトセンター○糸数勝観光振興課長

は平成22年10月から運用しております。設置場所と

しましては今年度から沖縄観光コンベンション

ビューロー内に設置しております。

参考までに申し上げますと、平成27年度から平成

28年度は那覇空港国際線観光案内所。平成26年以前

は委託しておりました通訳事業者の事務所内に置い

ておりました。

体制としましては、外国人観光客の問い合わせに

対しましてビューローが観光案内や情報提供を行い

まして、東京にありますＮＥＣネッツエスアイとい

う委託事業者が多言語を通訳して行うという３者間

同時通訳となっております。人員についてはビュー

ローが６名、３交代シフト制です。１日３名が出勤

します。ＮＥＣが４言語シェア―ド体制ということ

で、これは複数の委託企業からの通訳を同時に行う

ものです。

営業時間としては９時から21時の365日対応、利用

状況としては、平成28年度で年間7756件の利用があ

りました。対応言語としましては英語、中国語、韓

国語、タイ語の４カ国でございます。

やはり外国人の受け入れも非常○西銘啓史郎委員

に大事なので、こういったセンターというのも必要

だと思います。いろんな対応がきっちりスムーズに

できるようにお願いします。

砂川利勝委員。○瑞慶覧功委員長

平成28年度歳入歳出決算説明（商○砂川利勝委員

工労働部）の資料の７ページ、朝も出たのですが、

、収入未済額が37億2600万円余りありましたけれども

これは何年前からの金額ですか。

特別会計の創設が昭和○金城学中小企業支援課長

47年になっていますが、その時期からということに

なります。

昭和47年ですか。これは回収の見○砂川利勝委員

通しはあるのですか。

倒産している企業がご○金城学中小企業支援課長

ざいますので、かなり厳しい状況でございます。

できるできないはわかっていると○砂川利勝委員

は思うのですが、通常できないものはいつまでも数

字を残しても始まらないのではないですか、どうで

しょうか。

県の債権管理の基本方○金城学中小企業支援課長

針というのがございますけれども、明らかにとれな

い債権につきましては、債権放棄等によって精算し

ていく方針として示されております。
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何十年間はやらなきゃいけないと○砂川利勝委員

か、規定はあるのですか。

手元にないのですが、○金城学中小企業支援課長

その期間というのは今お答えできないです。資料が

ございません。その資料はあるとは思いますけれど

も。

昨年度債権放棄を１件○屋比久盛敏商工労働部長

やったのですけれども、それが500万円ほどでした。

ただこれは連帯保証人まで入っているのが多いも

、 、のですから すると連帯保証人が相続人まで行って

その方々が支払いができないとか、その辺を調べる

ので何十年かかるのですね。まずいなくなって、た

だその人が会社の登記を末梢とかしていればいいの

ですけれども、夜逃げみたいにいなくなってしまう

と倒産ということもいえないという状況。いろんな

パターンがあるものですから、かなり時間がかかる

ということです。

やっぱり数字が余り減っていかな○砂川利勝委員

いとは思うのです。なかなか減らないと思います。

雑収入に5000万円とあるのですが、これは利息です

か、何ですか。

利息でございます。○金城学中小企業支援課長

これは37億円に対しての利息です○砂川利勝委員

か。

そうです。○金城学中小企業支援課長

回収方法も含めていろいろ検討さ○砂川利勝委員

れているのですけれども、なかなか数字が減ってい

かないし、延滞利息をかけてもそれがとれるかとれ

ないかもわからないという現実なのですよね。大変

だと思うのですよ。これも含めて精査すべきは精査

して、取れないとわかっていてずっとこの数字だけ

残していても何の意味もないと思うので、そこら辺

は部長の意見を聞かせてください。

先ほど言ったように、○屋比久盛敏商工労働部長

不納欠損にするための話もありましたけれども、債

権放棄とか、逆に裁判にかけて、その中の調停の中

。 。でやると コリンザの事例が大きかったと思います

あれも何十億円の世界でありましたので、どれが適

正かと。費用対効果もございますので、そこら辺を

考えながら適切に処理していきたいと考えます。

次に移ります。○砂川利勝委員

、県内のいろんな業種があると思うのですけれども

賃金がわかれば教えてください。

厚生労働省が実施しまし○宮平道子労働政策課長

、 、た 平成28年の賃金構造基本統計調査によりますと

沖縄県における一般労働者の所定内給与額は10人以

上の規模の事業所では主な産業別に見ますと、建設

業では26万4000円、製造業では21万1000円、運輸業

・郵便業では20万3900円、卸売業・小売業において

は22万2100円となっております。あと、医療・福祉

につきましては24万8600円、サービス業につきまし

ては19万1300円ということになっております。

全国に比べてどうですか。○砂川利勝委員

今、業種別で申し上げま○宮平道子労働政策課長

したけれども、これをもう一度なぞりますと、建設

業におきましては、沖縄県が26万4000円に対しまし

て 全国で33万4600円 製造業では沖縄県21万1000円、 。

に対し、全国29万5100円。運輸業・郵便業では20万

3900円に対し、全国27万7000円。卸売業・小売業に

つきましては22万2100円に対し、全国30万7900円、

医療・福祉におきましては24万8600円に対し、全国

27万9600円、サービス業は19万1300円に対し、全国

が25万5100円ということになっております。

やっぱりこれを聞いたら結構差が○砂川利勝委員

ありますね。今は少し上向いてきているとは思いま

すけれども、単価を引き上げるというか、利率を上

げて給料を上げていくという方向性に持っていかな

いとなかなか厳しいのかと思います。それはいろい

ろ経営方針もあるでしょうけれども、ただ全国を見

ると結構な開きがありますので、それを埋める努力

というか やっぱりそういうのは企業も頑張るでしょ、

うけれども、県のアドバイスとかそういうのが必要

ではないかと思いますので、頑張っていただきたい

と思います。

あと、外国人労働者の数が業種別にわかれば教え

ていただけませんか。

外国人を雇用した事業者○下地康斗雇用政策課長

、 、は 沖縄労働局に届け出ることになっておりまして

その届け出については、報告を毎年10月末現在で労

働局から公表されております。

その数字の直近が平成28年の10月末現在の数値で

ありまして、県全体では5971人となっています。産

業別ですと建設業が478人、宿泊業・飲食サービス業

が932人、卸売業・小売業で778人、製造業で464人、

情報通信業で180人、教育・学習支援事業で726人、

医療・福祉191人、他に分類されないサービス業で

977人、その他という形で1245人で、合計先ほど申し

ました5971名となっております。

第１次産業にどのぐらいいるかわ○砂川利勝委員

かりますか。

先ほど申しましたのは、○下地康斗雇用政策課長

外国人を雇用した事業主が届け出た数字になってい

ます。第１次産業の農業とか水産業は、個人業主に

なりますので、第１次産業については労働局もはっ
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きりした数については、把握は難しいという状況で

ございます。

雇用不足はどの業種でも今、大変○砂川利勝委員

だと思うのです。積極的な労働者の確保というのは

必要性があるのではないかと思いますので、その辺

は部長はどんな考えですか。

今それぞれの各分野で○屋比久盛敏商工労働部長

人手不足という話はみなさん認識しているところで

はありますけれども、ではどうやってそこら辺の人

材を確保するかは、それぞれの業界といいますか、

それによってまた違うのだろうと思っています。

我々、各部局を集めての連絡会議をしているとこ

ろでございますので、そこで各分野で何をやってい

るかという情報交換をやっています。

最近でいえば例えば農業とか漁業で、漁業でも技

能研修で入る場合とか、ＪＡが新たに特区の中から

連れてくるとか、そういうやり方もある。それから

先ほども話がありましたが、11月１日から技能研修

、 。を通して 仕事として解禁されるものも出てきます

観光関係も多分出てくると思います。その技能研修

制度を使えばいい。これでまずやっていくと。

それから建設業の皆さんたちも、多分技能研修制

度を使っていると思いますので、ただ管理団体は多

分本土の企業ではないかと思います。

そういうことで、それぞれの業界がやりやすいパ

ターン、既存の制度を使いながらやって確保すると

いうこと、その情報を提供し、そこら辺を支援して

。いくような形でいいのではないかと考えております

ちなみに今、有効求人倍率が１倍○砂川利勝委員

を超えている中で仕事のない人はどのぐらいいるの

ですか。

平成28年の年度平均で○屋比久盛敏商工労働部長

言いますと 労働力人口が71万3000人で就業者が68万、

4000人ですので、２万9000人ほどが失業かと思いま

す。

２万9000人という数字が今部長か○砂川利勝委員

ら言われたのですけれども 多分今年に入って下がっ、

ていますよね。そうでもないですか。

月ごとの労働力調査は○屋比久盛敏商工労働部長

、 。 、出ますけれども それぞれぶれはあるのです ただ

確かに７月は低下傾向です。平成28年では4.2％だっ

たのが最近では３％台に入っていますので、減って

きております。

やっぱり失業率を下げていく、下○砂川利勝委員

がってきているということでいろんな努力があるの

ではないかと思いますし、またこれだけ人が足りな

、いという中でまだ３万人近くの人がいるというのは

いろんな職種の紹介とか、ハローワークを含めて対

応していただきたいと思います。

次、文化観光スポーツ部、お願いします。

観光白タクの実態はどうですか。

昨今、外国クルーズ船の寄○糸数勝観光振興課長

港時にレンタカー等を使った白タク行為が発生して

おります。白タク行為といいますのは、道路運送法

第４条に定める一般旅客自動車運送事業に係る国土

交通大臣の許可を受けずに自家用自動車等を用いて

有償で旅客を運送する行為ということで、実態につ

きましては道路運送法を所管する総合事務局に確認

しました。本会議でもあったかと思いますが、外国

の発地側にてスマートフォンを活用した自動車配車

サービスアプリを使用して予約をとって、寄港地に

て個人 法人の旅行業者等がレンタカーとドライバー、

をセットで提供しているというケースがあるとのこ

とですが実態については総合事務局においてもまだ

十分把握はできていないと。今後警察と連携しなが

ら引き続き調査をしていきたいと言っております。

これは沖縄県だけの問題ではなく○砂川利勝委員

て、全国、東京でも今、テレビでも報道されるぐら

いなのです。白タクの件については前からいろんな

話が出ているのですよね 「総合事務局といろいろ。

やっているよ」と言うのだけれども、前から話が出

ていてなかなか進展しないということ。これは本腰

を入れてやるべきではないですか。

実はこの件、昨日総合事務○糸数勝観光振興課長

局に状況を確認しました。

総合事務局では、今毎週那覇港のほうに巡回し、

白タク行為の状況を調査しているということで、現

状では減ってきているという認識はあるようです。

離島についても同様の取り組みを行って、効果が出

ているという話をしてました。

やっぱり罰則がある以上はそれは○砂川利勝委員

当然それに沿ってやらなければいけないし、やって

はいけないことですよね、これ。やってはいけない

のに、結局取り締まりというか、踏み込んだことが

できない理由って何ですか。

我々でそこまではわからな○糸数勝観光振興課長

いのですが、証拠がないというような言い方はよく

警察や総合事務局からは聞いております。

やっぱり、バス、タクシーいろい○砂川利勝委員

ろ公共機関もあるし、法律の中でしっかりやるべき

ことではないかと思うのですけれども。

その件に関し○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

、ましては取り締まりもきっちりやらなきゃいけない

安心・安全が第一ですので。他方、旅行者でも違法
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性に関して十分認知されてない部分があるかと思い

ますので、我々はその発地側、旅行者の側でウエブ

サイトを通して、先方の旅行業者を通して「こうい

うことは日本では違法ですよ」ということも周知徹

底しながら、まず、そういった法律の違反行為をお

とがめするよりも、そういう人たちが利用しない形

の環境も大事なことではないかと思います。

平成28年度で、一括交付金を返納○砂川利勝委員

した額は幾らですか。

平成28年度の一括交付○屋比久盛敏商工労働部長

金としましては、繰り越した額も含めまして142億円

ほど商工労働部ではございまして、そのうち80.6％

の執行率がありましたのですけれども、不用額とし

ましては７億5468万4000円ということで率的には

5.3％の不用ということでございます。

文化観光ス○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

ポーツ部については７億8955万6000円です。

山川典二委員。○瑞慶覧功委員長

午前中から質疑しようとしたもの○山川典二委員

は他の議員が質疑しましたので、別のものをやりま

す。やらないということではなくてね。ＩＴ、ある

いは先端医療とか、観光とか。簡潔に行きたいと思

います。

まずは情報通信関連産業が総売り上げで4000億円

を超えたという話もありますが、わかる範囲でいい

ですが情報関連業界の総売り上げ、雇用人数、そし

て業者数などがわかれば教えてください。

まず平成29年１月○盛田光尚情報産業振興課長

１日現在で、県内に立地した、立地企業数が427社と

なっております。この427社の企業が立地して雇用が

創出されていますけれども、その雇用の数が２万

8045名でございます。

それから生産額でございますけれども、これも同

じ平成29年１月１日現在で、県内情報通信関連産業

全体の額が4283億円ということになっております。

この427社のうち、例えばコールセ○山川典二委員

ンターも含まれていると思うのですが、純粋にＩＴ

の付加価値の高い技術を開発する業者として何社ぐ

らいあるか。大まかでいいのです。その開発してい

る業者の4283億円の売上割合、シェアがどれぐらい

あるか、もしわかれば教えてください。

県内に立地をしまし○盛田光尚情報産業振興課長

た427社のうち、ソフトウエア開発業が149社、それ

からコンテンツ制作業が76社、情報サービス業が

、 、 、88社 コールセンター業81社 その他の業態が33社

合計427社となっております。

今、各分類がありましたが、それ○山川典二委員

ぞれの売り上げのシェアが何パーセントとかはわか

りますか。

まずコールセンター○盛田光尚情報産業振興課長

業が売上額に対して比率が27％、それから情報サー

ビス業が11％、コンテンツ制作が７％、ソフトウエ

ア開発業が19％、その他が36％ということになって

おります。

コールセンターが首位ですけれど○山川典二委員

も、何とかソフトウエア開発であるとか、あるいは

コンテンツ制作、つまり技術的な付加価値が高いも

のですから、したがってそこに力を結集してくこと

も政策的には必要だと思うのです。

そこで、成果報告書の中で８の２ページ、まず沖

（ ） 、縄ＩＴ産業戦略センター 仮称 なのですけれども

具体的なスケジュール、それからどこにどういう予

定、事業費でつくられるのか、日程なども含めて教

えてください。

今、沖縄ＩＴ産業戦○盛田光尚情報産業振興課長

略センター（仮称）ということで、昨年から設立検

討委員会を立ち上げて、センターのあり方について

議論をしております。この４月から情報産業振興課

内に準備室を立ち上げまして、その中で具体的にセ

、 、ンターの立地というか センターを立ち上げる場所

事業スケジュールも細かく検討している状況であり

ます。

委員から御質疑のありましたセンターをどこにつ

くるのかということでございますが、これは検討委

員会の中からも提言の中で示されていました。県内

外から、人の集まりやすい、利便性の高い場所とい

う提言もありましたけれども、そこを受け、我々県

では那覇市あるいはその近郊ということで考えてお

りまして、今、第１候補は那覇市内ということで考

えております。

それからスケジュールでございますが、現在、セ

、ンターの設立予定は平成30年の中ごろということで

。具体的には７月ぐらいということを考えております

そのセンター設立に向けて、今、法人形態の検討、

それから名称―実は名称をこの場をお借りして御紹

介いたしますが、沖縄ＩＴイノベーション戦略セン

ター、これは予定ということで、この名称に決めた

いと思っておりますけれども、そこを来年の７月に

、向けていろいろ今年度中に設立準備会も立ち上げて

いろんな事業計画案の具体化、出損調整をしたり、

経済団体等との調整をこれから進めてまいりたいと

思っております。

今の答弁では平成30年の中ごろと○山川典二委員

いうことですが、これは基本的に計画ができるのが
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平成30年ということなのですか。先ほどセンター設

立という話がありましたけれども、具体的にもう一

度お願いします。

実はこのＩＴイノ○盛田光尚情報産業振興課長

ベーション戦略センターはまず一般財団法人として

組織を立ち上げていきます。

それが、それが先ほど説明した来年の７月以降で

、 、 、すが その箱物について いわゆる施設については

それは今後必要性も含めて検討していきたいと思っ

ておりますが、もし施設をつくるということであれ

ば、３年後ぐらいにその施設の供用開始ができると

ころへ、施設をつくる立地場所も今とりあえず、担

当部局で検討は始めております。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

(休憩中に、山川委員から施設をつくるのかど

うか明確に答弁するよう指示があった。)

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

盛田光尚情報産業振興課長。

実は那覇市内で７月○盛田光尚情報産業振興課長

に立ち上げるというのは、これは物件をお借りして

そこに組織が入りますけれども、センターとしての

自社の施設を建てるかどうかというのは、これから

検討してまいりたいということでございます。

沖縄ＩＴ津梁センターというのが○山川典二委員

ありますよね。ＩＴ産業戦略センターですか。そこ

との兼ね合いはどう理解すればいいですか。このイ

ノベーションセンターの役割は。

うるま市州崎にござ○盛田光尚情報産業振興課長

います沖縄ＩＴ津梁パークでございますが、そこは

平成20年から県がアジアと我が国を結ぶＩＴ産業の

一大拠点の形成を図るということで始めたプロジェ

クトでございます。

そこにはもちろん中核となる県内ソフトウエア開

発の一大窓口となって、県外の大手から案件をとっ

て、それを県内企業で協業してビジネス案件をこな

。していくという企業を中心にその企業を集めていく

コールセンターももちろんＩＴのパークには集積さ

せていくというようなところで、約20ヘクタールの

中に、その一大集積拠点を構えるということではご

ざいますが、ただいま御紹介しておりますＩＴイノ

ベーション戦略センターとは いわゆるインキュベー、

ト的な―企業がそこでビジネスをやるＩＴ津梁パー

クとはちょっと違いまして、このイノベーション戦

略センターは沖縄の強み産業である観光業、それか

ら農業を初めとしたそういった産業をＩＴをツール

―道具として、最先端の技術でもって産業を伸ばし

ていこうというところの位置づけでございます。も

ちろん企業誘致の一環というようなところもセン

ターが将来的には担うというところはあると思いま

すが、そういったところは沖縄ＩＴ津梁パークに入

居している企業にもセンターにいらっしゃっていた

だいて、ほかの産業の方々とマッチングをしたりと

いうことは出てくると思っていますので、そういっ

た辺りで連携してまいりたいと思っております。

沖縄県のＩＴ戦略の総合的な政策○山川典二委員

を含めての中で、もう少しわかりやすく整理をして

いただければいいですが、後で部長にそれは伺いま

す。

次８の３、ページ。

今度はアジアＩＴビジネスセンター（仮称）なの

ですけれども、これにつきましては当初4900万円余

りの予算が、現実では1400万円の決算になっており

ますが、まずこの理由からお聞かせください。

アジアＩＴビジネス○盛田光尚情報産業振興課長

センターにつきましては、実はスケジュールについ

てなのですが、昨年基本設計を終了しております。

昨年予算を確保した時点では、基本設計と実施設計

を含めて国へは交付金の交付申請をしていたのです

、 、れけれども なかなか基本設計と実施設計を分けて

基本は基本、実施は実施ということで分けて出さな

いと交付決定がなかなかおりないというか、交付決

定できないということで、昨年はそこを基本設計の

みで発注いたしまして、納めまして、結局確定の額

が基本設計分になっております。

、ことしは実施設計分の交付決定がおりましたので

12月の完成に向けて 今土木建築部で実施設計をやっ、

ているところでございます。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

（休憩中に、山川委員から12月に竣工するの

、 。）か 実施設計が完了するのか確認があった

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

盛田光尚情報産業振興課長。

今年度発注しました○盛田光尚情報産業振興課長

実施設計については、土木建築部で12月末に完了す

る予定でございます。

。○山川典二委員 センターの竣工予定はいつですか

来年度末を目標にや○盛田光尚情報産業振興課長

ろうと思っております。

これもどこかの事務所を借りてや○山川典二委員

るようなイメージでいいのですか。

こちらはいわゆるア○盛田光尚情報産業振興課長

ジアＩＴビジネスセンターということで、建物を県

でつくります。インキュベート施設をつくります。

それをアジアを初めとした沖縄の県内の企業、ある
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いは日本企業でもアジア企業でもいいのですけれど

も、アジア、日本の双方向のビジネスを展開する企

業に入っていただく。これは沖縄ＩＴ津梁パークで

整備したいということなのです。

今幾つかありますが、このアジア○山川典二委員

ＩＴビジネスセンターの目的は何なのですか。先ほ

、どの津梁パークの中でもお話がありましたけれども

具体的に何をするのですか。簡単な概要は承知して

おりますが、具体的に何を狙うのですか。

沖縄21世紀ビジョン○盛田光尚情報産業振興課長

実施計画であるとか、あるいはアジア経済戦略構想

等において、アジアと沖縄、双方向のビジネスの連

携拠点ということで沖縄を位置づけております。

やはり今非常にＩＴ企業は、県内企業もそうです

けれども、ベトナムを中心にミャンマーであるとか

東南アジア、アジアの国々と非常にビジネス連携が

進んでいる状況で、双方向ビジネスをする入居企業

を募りますけれども、その入居企業がビジネスセン

ターを使うことによって、高付加価値のサービスを

ここでつくっていただく。あるいは魅力的な環境を

我々が提供しますので、ビジネスの連携をするだけ

ではなくて、一緒になってアジアの企業も沖縄でビ

ジネスをして本土にいろいろ展開していく。あるい

は本土の企業も沖縄に来て、それからアジアに向け

て沖縄の企業と一緒に連携していく。そういった箱

物、受け皿がこのセンターでございます。そのセン

、 、ターをつくることによって 国内外から新たな企業

。人を呼び込むといったところを今想定しております

特に海外のＩＴ企業が沖縄に来る○山川典二委員

、 。 、インセンティブ メリットはありますか 比較優位

劣位からいうと。そんな優位性はないと思いますけ

れども、それを説明してください。

実は先月ベトナムの○盛田光尚情報産業振興課長

大手ＩＴ企業が沖縄に事務所を立地いたしまして事

務所を開設したということで、これは大手のＦＰＴ

という会社でございます。ＦＰＴ社は、これは例で

ございますが、県内に立地した３つの大きな理由の

中で、１つはやはりニアショア拠点として沖縄で開

発をする価値はあると。といいますのは、本国のベ

トナムであればオフショアということでいろいろ日

本企業から仕事が来ますけれども、本国でやるのに

いろいろセキュリティーの問題であるとか、検証・

認証事業をやる際に機器が必要ですが、この機器が

なかなか本国ベトナムに持って行けないというよう

なところでは、やっぱり日本国内である沖縄で展開

する優位性はあると伺っております。

それからもう一つは 我々企業誘致のプロモーショ、

ン活動の中でもＰＲさせていただいておりますけれ

ども、やっぱりさまざまな特区制度を活用した税制

の優遇措置があるとか……

簡潔にお願いします。○瑞慶覧功委員長

それから国際海底○盛田光尚情報産業振興課長

ケーブル等、情報インフラが整っているというとこ

ろも魅力があるということでございました。

思いはよくわかるのですよ。とこ○山川典二委員

ろが現実的にベトナムはＩＴでは後進国です。当然

来るかもしれませんが、いつまでいるかわからない

ですよ。ある意味、台湾であるとか韓国であるとか

シンガポールとか香港もそうです、中国も今かなり

進んでいます。そういう国家戦略としてＩＴを成長

戦略の中に入れている中で、今沖縄に、例えばこの

アジアＩＴビジネスセンターをつくる狙いというの

をもう少し精査してやる必要があると思います。

ＩＴも裾野が広いではないですか。医療でいえば

内科、外科、産婦人科も全然違います。どこを狙う

かです。どこを狙ってそういう企業を誘致して、支

援をしていくかということが非常に重要だと思うの

ですけれども、それはいかがですか。

確かに裾野が広く、先○屋比久盛敏商工労働部長

。ほど委員からコールセンターからソフト開発からと

ただ一応我々としては将来性を見据え高付加価値を

生むような企業を誘致したいと思っております。そ

れからあと市場展開が広いところを狙っていくとい

うことになりますと、これから新興していくであろ

う東南アジアの企業も、そこでは多分ＩＴ関係の需

要も相当出てくるはずです。

だから我々沖縄県の企業が出ていくにはちょうど

いい場所なのかと。そういう意味でのコラボの話を

その場所でやろうというセンターだと考えています

、 。ので それを核にしながらどんどん広げていこうと

そういう意味で海底ケーブルも全部引っ張っていま

すので シンガポールまで そういったことをアピー。 。

。ルしながらますます呼んできたいと考えております

。○山川典二委員 海底ケーブルは最高の宝物ですよ

あれが使えるというのは。ところがあれを使える意

欲というか戦略的な、何か向かっていくそういうも

のを全然感じないのですよ。これは大変なインフラ

だと思っています。東京、沖縄、香港、シンガポー

ルとつながっているわけでありますから、最高の場

所に今あるわけですよ。その重みをもう少し認識し

ていただきたいと思います。それで政策に落とし込

んでいく。いや本当にそう思います。

次に８の16ページ、３Ｄプリンター等。

現実的にはどこに委託をして、どういう流れで今
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。 。 。後行くのですか 簡単でいいです 教えてください

先端医療産業開発○神谷順治ものづくり振興課長

拠点形成事業のことですが、委託先はまず再生医療

産業実現化コンソーシアムというものを組んでいた

だきまして、代表幹事が独立行政法人の国立沖縄工

業高等専門学校―沖縄高専でございます。

構成員としましては国立大学法人佐賀大学、それ

から株式会社サイフューズ、澁谷工業株式会社でご

ざいます。この構成員の役割分担ですが、沖縄高専

は細胞の塊―細胞塊というのですけれども、細胞塊

の大量培養技術開発、それから佐賀大学と澁谷工業

は３Ｄバイオプリンターの開発・検証、株式会社サ

イフューズは細胞膜の輸送技術の開発・検証となっ

ております。

先日この記事を見たのですけれど○山川典二委員

も沖縄高専の千葉先生の これもこの支援の中に入っ。

ていますか。

再生医療に活用可○神谷順治ものづくり振興課長

能な細胞塊を大量に生成するための装置、細胞塊を

無菌状態で自動で積層する臨床用―臨床というのは

人にですけれども、臨床用細胞塊積層装置の試作品

の開発を行っております。また今後の商業化を見据

え、高専ベンチャーの株式会社フルステムが創設さ

れたところでございます。

この細胞培養ベンチャーなのですけれども、細胞

塊をこれまでの通常の4.5倍の速さでできるというの

を平成28年度で完成させております。試作品をです

ね。

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

（休憩中に、山川委員からこの事業を県が支

援しているかの確認があった)

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

神谷順治ものづくり振興課長

。○神谷順治ものづくり振興課長 支援しております

これは画期的なことなのですよ。○山川典二委員

これ大変なことですよ。ノーベル賞とは言いません

けれども、それぐらいの人類への貢献度のある発明

というか、開発なのですよ。これをもっとアピール

して県民に訴え、あるいは県内外に訴えるべきだと

思います。私はこれは大変な開発だと思いまして、

極端にいえばそんなに大したというと怒られますけ

れども、開発するには大変な金額がいるのですが、

そうではないところで、この発明という部分で千葉

先生を中心とするグループが本当に画期的な開発を

したということは大変うれしい話なのです。

この記事にもありますけれども、経産省で2020年

に再生医療の市場というのは１兆円ぐらいですけれ

ども、2050年ぐらい、まだ先ですけれども、38兆円

規模になるという、そういう意味では、今後の沖縄

県の産業戦略に―観光あるいは情報通信、いろいろ

ありますけれども、この医療の、特に先端医療の部

分をしっかりとやっていただきたいと思います。

それで８の17ページに移りますが、ここは今度は

創薬支援であるとか医療機器の滅菌技術の導入を支

援してきたというのですが、これも実績としては既

に成果が上がっている話ですか、教えてください。

まず事業の概要で○神谷順治ものづくり振興課長

すが、本県の医療関連産業を、観光、ＩＴ、物流に

続く基幹産業を育成するため、県内の医療産業をボ

トルネックを解決できる技術を持つ企業等に対して

支援を行っておるところでございます。

平成28年度につきましては６テーマを募集しまし

て、６テーマを採択して、その６テーマに対して補

助をしているところでございます。

その成果が出ているのですか。○山川典二委員

この６テーマなの○神谷順治ものづくり振興課長

ですけれども、まだ継続中ですので試作品とかそう

いうものはまだできておりません。

８の29ページ、戦略的製品開発支○山川典二委員

援事業。

ちょっと担当課が違うかもしれませんが、脳外科

用の顕微鏡であるとか、薬液流量装置などの開発が

実施されたとありますが、ちょっと詳述してくださ

い。

具体的にはうるま○神谷順治ものづくり振興課長

市の次期脳外科用高倍率手術顕微鏡の開発と中国向

け製造販売の事業化ということで、まだこれは医療

機関の認定申請を予定しているところで、まだ結果

。 、 。は出ておりません 今 申請する予定でございます

申請していつごろできるようにな○山川典二委員

るのですか。

現在聞いたところ○神谷順治ものづくり振興課長

によると、現時点で認可がもうおりたと。

おりてどうなりますか。県とのか○山川典二委員

かわりは。

認定がおりました○神谷順治ものづくり振興課長

、 、ら今後ビジネスとして中国 東南アジアの病院とか

そういったところに売り込みたいと考えているとこ

ろです。

委託先はどこでしたか。○山川典二委員

三鷹光器株式会社○神谷順治ものづくり振興課長

という会社があるのですが、これはうるま市の賃貸

工場に入っておりまして、そこが委託先になってお

ります。
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県が支援して開発できたと、今後○山川典二委員

おっしゃるように中国アジアに展開をしたいという

ことなのですが、先ほど来、ＩＴもありましたけれ

ども、この医療も十分に国境を越えて貢献ができる

内容の素材だと思います。ただし、インセンティブ

の問題なども含めて、例えば向こうからの企業誘致

、 、であるとか あるいはこっちから行く場合も含めて

その辺の戦略的な企画というか、企てというか、こ

れがやっぱり私は必要だと思うのですよ。技術とい

うのは日進月歩ですから。そういうことも見合わせ

ながら対応していくということにしないと、せっか

く予算をかけて開発した技術がもう古いものになっ

てしまうと。そういう状況もあるので、その辺を見

込んだチームをつくるであるとか、いろんな協議を

してほしいのですが、いかがですか。

昨年から本当にバイオ○屋比久盛敏商工労働部長

産業は、第４番目のリーディング産業になると私は

言ってきたつもりであります。というのも、観光、

情報、それから物流関係、この後に来るのがバイオ

だということで、これだけの製品開発の研究が大分

進んでいます。これがやがて芽が出るだろうという

雰囲気が出てきまして、これをどうやってまとめる

かと。産業製品化、産業的にということを次の段階

だということで考えていまして、今はまだ案の段階

でございますけれども、次はそういうバイオ関係の

拠点、賃貸工場でもいいのですけれども、そういう

ところをつくって、そこでそのプレーヤーを呼んで

きて、そこからアジアへの販売なり展開なりを図る

ということに結びつけていくということで進めてい

こう考えております。

。○山川典二委員 しっかりお願いしたいと思います

文化観光スポーツ部に行きます。

９の11ページ、カップルアニバーサリーツーリズ

、 。ムの部分ですけれども リゾートウエディングです

これは資料を直前にいただきましたけれども、整

理の意味で経済波及効果額、それから国別でどれだ

けの皆さんが来ているのか、簡単に説明してくださ

い。

平成28年の経済効果は県全○糸数勝観光振興課長

体で約224億9000万円でございます。国別でいいます

と香港が1065組、台湾が550組、中国が142組、韓国

が38組等となっております。

直行便の話もありましたので、こ○山川典二委員

のリゾートウエディングはもっと伸びると思うので

、 、すが 基本的に今の沖縄県が対応できるインフラで

どれぐらいまでリゾートウエディングの組数が上限

として見ているのですか。

今年度の目標値は１万○糸数勝観光振興課長

6000組を設定していますが、ただ需要が供給を生む

ということもありますので、どんどん伸ばしていっ

たらどんどんチャペルも二十八、九箇所ぐらいまで

いっていますので、これがどんどんふえていって、

。よりたくさんの受け入れが可能かと思っております

休憩いたします。○瑞慶覧功委員長

(休憩中に、山川委員からキャパシティーに関

する議論はないか確認があった。)

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

糸数勝観光振興課長。

今のところ年度目標のみと○糸数勝観光振興課長

なって、将来的な目標値というのは設定しておりま

せん。

、○山川典二委員 設定する必要があると思いますが

部長いかがですか。

国内のウエデ○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

ィングが多少なりとも今後は減少傾向にあると予想

されますので、海外からのこういった形での誘客と

いうのは大事なことだと思います。

おっしゃるようにまだ目先の目標しかございませ

んけれども、また1200万人の全体的な数がございま

すので、きちんとその中で今後検討していきたいと

思っております。

９の17ページ、危機管理でござい○山川典二委員

ますけれども、当初予算の2600万円が5500万円に上

がった理由は、メディアの費用ですか。教えてくだ

さい。

増額した理由は パンフレッ○糸数勝観光振興課長 、

トを増刷いたしました。

この危機管理の危機は、どういう○山川典二委員

危機を想定していますか。

、 、 、 、○糸数勝観光振興課長 地震 津波 テロ 感染症

航空機事故、そういったものを含めてです。

これに例えばミサイルとか、そう○山川典二委員

いう軍事的なものはないですか。

ミサイルについては観光客○糸数勝観光振興課長

だけではないのですが、地域防災計画と連携しなが

ら観光危機の中でも扱っております。

例えば、有事ではありませんけれ○山川典二委員

ども、北朝鮮からミサイルが飛んでくるような話の

ときにどういう体制をとっているか、そういう訓練

とかをやったこととか、あるいはやる計画はありま

せんか。そういう必要性も含めて。

まず県全体の取り組みはご○糸数勝観光振興課長

ざいます。

県全体としましては、まずは沖縄県への落下、あ



－201－

るいは上空を通過する場合には弾道ミサイルの発射

情報が流れます。そして県全体の危機管理対策本部

が立ち上がり、そして国の指示によりまして、沖縄

県国民保護対策本部が立ち上がります。

観光部局の動きとしましては、まず最初に連絡会

議を立ち上げます。ただその中で相当程度の観光客

への被害が発生すると想定される場合は、それを格

上げしまして、警戒本部さらには甚大な被害が観光

客、事業者に生じるということであれば、対策本部

への引き上げになります。

その中でどういったことを行うかということです

が、県の災害本部とその他行政機関との連絡調整を

、 、 、行いまして 観光客 観光産業への被害の情報収集

把握そしてそれを含めて観光客への情報提供、帰宅

。困難な観光客への対応等を行うこととしております

部長、最後は対策で今話がありま○山川典二委員

したけれども、観光客の安心・安全について。

安全・安心と○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

いうのが第一のブランドでございますので そういっ、

た有事のことも、当然あってはならないことである

、 、のですけれども さまざまなことを想定をしながら

全庁レベル、あるいは我々の観光局レベルできちん

と、課長からも報告ありましたけれども、何かの場

合、これがつつがなく動いて、安全・安心が確保で

きるような形でこれからも取り組んでいきたいと

思っております。

島袋大委員。○瑞慶覧功委員長

３問で終わりますので、よろしくお○島袋大委員

願いします。

、 、成果報告書８の57ページ 工芸の杜ですけれども

用買に関しても担当部署は大変御尽力いただいて、

いろんな面で交渉に交渉を重ねて実行したわけであ

りますけれども、その後のスケジュール見ています

、 。が 実際このスケジュール状況は工程どおりですか

午前中でも質疑が○神谷順治ものづくり振興課長

ありましたけれども、まず平成28年度に用地取得及

び基本設計を終了しておりまして、平成29年度は実

施設計及び工芸品の展示に関する設計を実施してい

るところで、今のところ同実施設計及び展示に関す

る設計については順調に進んでいるところです。

駐車場の件とかはどうなっています○島袋大委員

か。

工芸の杜の駐車場○神谷順治ものづくり振興課長

の確保の件については、まず工芸の杜１階に約100台

の駐車スペースを整備する予定でございます。

展示販売会等のイベントでは、隣接する空手道会

館及び現豊見城市が整備を進めている公園の駐車場

活用も想定しているところでございまして、先ほど

、 、の工芸の杜が約100台 それから空手道会館が100台

豊見城市が進めている公園で約400台、計600台の駐

車場を確保する予定でございます。

豊見城市との協議もろもろ含めて、○島袋大委員

そういう形でやろうという理解でいいですか。

日ごろから工芸の○神谷順治ものづくり振興課長

杜については、豊見城市とは連携を密にして調整を

させているところでございます。

ぜひとも豊見城市と１週間に１回く○島袋大委員

らい詰めて、いい場所ですからよろしくお願いしま

す。

次、文化観光スポーツ部です。

９の13ページ、旭橋再開発地区観光支援施設設置

事業、これはスタート時点は、文化財が出ましたけ

れども、今現状はどうなっていますか。

旭橋再開○與那嶺善一観光整備課観光施設推進監

発地区内の観光支援施設についてですけれども、現

在本体の出来高が９月末時点で約53.8％と報告を聞

いております。

、旭橋再開発事業内の観光情報施設につきましては

現在内装と展示の設計を進めているところでありま

して、今月末に完了する見込みとなっております。

これは課題にありますけれども、完○島袋大委員

成は平成30年８月には間に合いますか。

観光案内○與那嶺善一観光整備課観光施設推進監

施設につきましては、いわゆるテナント工事になっ

ておりますので、再開発ビル内の２階部分に位置し

ております。その躯体の工事が終わって、本体の工

事もろもろ終わりまして、内装工事に着手できると

ころになれば工事に入れますので、今年度内に工事

着手する予定になっております。

次、９の26ページ、ＭＩＣＥです。○島袋大委員

用地の件も話がありましたけれども、当初14.5ヘ

クタールの土地購入予定が12.7ヘクタールの土地の

購入で、1.8ヘクタールはまだ買っていないというこ

とですか。

1.3ヘクタールになります○平敷達也観光整備課長

が、これは沖縄町村土地開発公社西原支社のもので

して、これについてはことしの３月まで一括交付金

を予定して調整したのですが、交付決定がおりずに

不用という形で今は購入してございません。

この1.3ヘクタールの金額は幾らです○島袋大委員

か。

金額を申しますと、見込○平敷達也観光整備課長

みですが約８億5400万円、それぐらいになるという

ことになっております。
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、○島袋大委員 だから何度も言っていますけれども

1.3ヘクタールの土地も購入できてもいないのに基本

設計、実施設計に走るのがおかしいのではないかと

いうことを常に我々言ったのです。内閣府も含めて

土地の購入から先だろうと。その間に皆さん方と常

に議論されているものをクリアしない限り、進み切

れないのではないですかということが国が言ってい

ることではないのですか、部長。

内閣府との３月までの調○平敷達也観光整備課長

整では、実施設計を行う段階がこの事業採択に当た

るので、それを踏まえて用地取得についても検討す

るということで言われているところです。

だからこの辺は実施設計を含めて、○島袋大委員

基本設計もあるのだけれども、この設計の段階、今

やろうとしているのは基本設計だと思うのですけれ

ども、基本設計をやるのだったら意気込みとして県

は単費で何でやらないのですか。

この土地に関○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

しても沖縄振興特別推進交付金が適応だと、対応で

きると理解をしておりますので、それはきちんと国

にお願いをして交付金を得たいと考えているところ

でございます。

あとこの地域におろすところの広報○島袋大委員

。 、もろもろ含めてです やったということだけれども

西原町、与那原町を中心にＭＩＣＥとはという広報

活動をやったのか。あるいは沖縄県全体にやったの

か、これはどうなっていますか。

基本的にまず○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

地元優先ということもありまして、地元の理解を得

ることが大事ということで、まちづくりビジョンの

策定に当たりましても西原町、与那原町を中心にま

ずは情報提供、話し合いをしてきました 、午前中の。

委員会の中でもお話をさせていただきましたが、非

常に大型ＭＩＣＥ施設のインパクト、経済的なもろ

もろのインパクトというのが県全体に及ぶというこ

とも踏まえまして、多少なりともやってきたつもり

でありますけれども、これからさらにきちんと県民

への広報も努めていって、そして理解も得られるよ

うに取り組んでいきたいと考えております。

、 。○島袋大委員 ひとつまた 頑張っていきましょう

９の41ページ、空手会館であります。

完成してどうなっていますか。

御質疑ありがとうござい○山川哲男空手振興課長

ます。待っておりました。

空手会館ですけれども、４月から９月末までの利

用状況について見ると、累計で道場施設が32.5％と

いう稼働率になっております。

空手会館の基本計画の中では、当時126の演武会、

大会というのが県内で開かれておりました。空手会

館の休館日、それから年末年始の休みを引きますと

１年間当たり大体296日の稼働日があります。

その126のうち、半分の60ちょっとをまず１年目は

空手会館で使っていただこうという計画を立てまし

て、その際の稼働率が21％だったものですから、現

時点においては32.5％という稼動率は好調に推移し

ていると考えております。

ただ一方で、展示施設の入館者数の目標を３万

3000人に設定しております。それが４月から９月ま

での累計で9093人となっておりますので、展示施設

に関しましては、これから底上げをしていかなけれ

ばいけないと考えております。

まさしく、展示コーナー、展示室を○島袋大委員

含めて、来客倍増を目指して非常に頑張らないとい

けないと思っていますから、これは広報も含めて、

、これだけ空手の発祥の地と言われているのだったら

この団体も含めて、子供たちから先輩方まで、いろ

んな声をかけていくような形で、観光客も生かすよ

うな体制でお願いしたいと思っています。

駐車場に関して、これからふやすという計画はな

いのですか。

空手会館の敷地内におき○山川哲男空手振興課長

ましては、現時点において計画はございません。

、○島袋大委員 ひとつ要望というか指摘なのですが

夜、ホールを活用した後の県民の皆さん方から御意

、 。見を頂戴したのですけれども 駐車場がまず暗いと

会館の中は明るいのですよ 出てきたときには 真っ。 、

暗で、年配の方々が足元が非常に何か―感覚がおか

しくなって、琉球石灰岩で足元をやっているのだけ

れども、雨降りの後は滑ると。危ないという指摘が

あって、改善できるならしたほうがいいのではない

、 、かと思っていまして 足元を照らすライトも含めて

ライトアップもいろんなことを考えて これはちょっ、

と改善できるのではないかと思っています。僕も現

場を見に行きました。確かだと思っていますので、

ぜひとも部長も行かれたほうがいいと思います。現

場を見て、次年度に向けて、その辺、改善を要望で

きるのだったらどうですか。

済みません、○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長

私夜分、行ったことないものですから、今初めて御

、 、指摘を受けまして 早急に夜の状況も調査しながら

先ほどの安全・安心、観光客も含めまして、地元の

方もそうですし、お年寄りの方も来られますので、

そこはきちんと対応を考えたいと思っています。

御指摘ありがとうございます。
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以上で、商工労働部長及び文化○瑞慶覧功委員長

観光スポーツ部長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○瑞慶覧功委員長

次に、特記事項について御提案がありましたら、

挙手の上、御発言をお願いいたします。

意見はありませんか。

（ 提案なし」と呼ぶ者あり）「

提案なしと認めます。○瑞慶覧功委員長

以上で、特記事項の提案を終結いたします。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任いただきたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○瑞慶覧功委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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